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★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～不正競争防止法～　★

《　著・不を制する者は、短答試験を制す　》

短答式筆記試験は２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。２０１７年度試験の合格率は８．９％と、過去最低を記録しています。
一方、合格基準点は２０１３年度以降、３９点に固定化された感があります。
では、どうやって３９点を確保するのか？効率的に合格するには、
特実＝１２点、意匠法＝７点、商標法＝７点、条約＝５点、著不＝８点　（合計３９点）
くらいが適切だろうと考えています。※確実に合格するには、プラス３点の実力が欲しい
つまり、著不で８点。できれば１０点！を稼ぐことが、効率的な合格のポイントです。
《　著・不は、高得点が狙える科目である　》

著・不は、最低でも８点は確保しなければならない科目です。
他の科目に比べて高得点が狙える一つのポイントは、「いくつあるか問題が出ない」ことです。平成２２年第５問以降、出題がありません。これは、著・不のみを受験する科目免除者の合格点が７点であるためと推測されます。

二つ目のポイントは、論点がほぼほぼ出題され尽くしていることです。過去問を丹念に学習すれば、９点、１０点も狙えます。
青短では、不正競争防止法は平成１９年度（1997年度）以降、著作権法は平成１５年度（1993年度）以降の全問題を掲載しており、学習の抜けが無いように万全を期しています。
《　著・不の勉強方法　》

① ＴＡＣのELEMENTSをざっと読み、全体を理解する。
② 「青短」の２つ★以上をマスターする。（★は、過去の出題頻度を示しています）
ただし、その条文は何回も読み、さまざまな角度から解けるように意識する。
③　次に、１つ★を学習する。
④　青短をぐるぐる回す
⑤ 余裕があっても、そのほかの参考書類には手を出さない。
「有限にして完成度を高める by 納富美和」。
青短が「有限のテキスト」です。信頼して下さい。
《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》
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第一章　総則  

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆
（目的）

第一条　　この法律は、事業者間の公正な競争及びこれに関する国際約束の的確な実施を確保するため、不正競争の防止及び不正競争に係る損害賠償に関する措置等を講じ、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。
※商標法第１条の出題あり（平成３０年度【商標】１）。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆　　※第２条全般にかかる問題なので、★表示なし
（定義） 
第二条　　この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

《　第２条１項の不正競争行為　》
　▼　コン・ソメを　真似る・秘密を　データ・制限　ドメイン・間違え　信用・台無し　▼
① 混同惹起行為 （第１号）　・・・　コン
② 著名表示冒用行為 （第２号）　・・・ソメ（著名）を
③ 他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為 （第３号）　・・・真似る（模倣）
④ 営業秘密に係る不正行為 （第４号～第１０号）　・・・秘密を
⑤　限定提供データに係る不正行為　（第１１号〜第１６号）　・・・データ
⑥ 技術的制限手段に対する不正行為 （第１７号，第１８号）　・・・制限
⑦ ドメイン名に係る不正行為 （第１９号）　・・・ドメイン
⑧ 誤認惹起行為 （第２０号）　・・・間違え
⑨ 信用毀損行為 （第２１号）　・・・信用
⑩ 代理人等の商標冒用行為 （第２２号）　・・・台（代理人）無し
　▼　コン・ソメを　真似る・秘密を　データ・制限　ドメイン・間違え　信用・台無し　▼
当社のコンソメ製法を真似られると困るので、関係する営業秘密をプロテクトしたが、プロテクトするドメイン名を間違えて情報がダダ洩れ・・・信用が台無しになってしまった！
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-59〕　不正競争防止法に関して。
１ 大量の電子メールを送りつけて他人の営業を妨害する行為は、不正競争となる。
（×）　問題文の行為は、不正競争行為に挙げられていない。
　▼　コン・ソメを　真似る・秘密を　データ・制限　ドメイン・間違え　信用・台無し　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-59〕　不正競争防止法に関して。
３ 海賊版のソフトウェアを購入して使用する行為は、不正競争とならない。
（〇）　問題文の行為は、不正競争行為に挙げられていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-43〕　甲社が販売している飲料水の製造方法Ａは、公然と知られておらず、甲社により秘密に管理されている。甲社の製造部門の従業員である乙は、業務の過程で甲社からその製造方法を開示されていた。
３ 乙は、同種の飲料水を製造している丙社に対して、甲社の製造方法Ａが記された書類を買い取るよう持ちかけた。丙社が、乙が買取りを持ちかけたことをマスコミに公表する行為は、不正競争となる。
（×）　問題文の行為は、不正競争行為に挙げられていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-15〕　革製品の製造販売を行っているフランスのＡ社が、新しい形状のハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」を発表し販売した。このバッグは、ユニークな形状を持つハンドバッグとして、日本でも、ファッション誌等でとり上げられ、新しいハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」として広く知られるようになった。

５ 神奈川県のＦ社が、Ａ社の許諾を受けてニューヨークのＧ社が製造して販売したハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」を輸入することは、不正競争となる。
（×）　真正並行輸入は、違法性を欠く。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-16〕　甲社と乙社は、コンピュータ・プログラムの開発と、そのパッケージ商品の製造販売を行っている会社であり、互いに市場でしのぎを削っている。
４ 乙社が、甲社が開発して製造販売したパッケージ商品を購入し、その商品に乙社の名称を印刷したラベルを貼って取引先に納入することは、不正競争とならない。
（〇）　問題文の行為は、不正競争行為に挙げられていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-16〕　※問題文は、〔H20-16-4〕と同じ
５ 乙社が、甲社が開発して製造販売したパッケージ商品を購入し、その複製物を作成して取引先に納入することは、不正競争とならない。
（〇） 問題文の行為は、不正競争行為に挙げられていない。
★★★★★｜★★★★★｜★★★
（定義） 
第二条　第一項
一　　他人の商品等表示（※１）として需要者の間に広く認識されているものと同一若しくは類似の商品等表示を使用し、又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供して、他人の商品又は営業と混同を生じさせる行為
※１：人の業務に係る氏名、商号、商標、標章、商品の容器若しくは包装その他の商品又は営業を表示するものをいう。以下同じ。
★　混同惹起行為　★
《　第２条１項１号と２号の条文比較　》　※周知と著名の差異、混同要件の有無に差異がある
	
	１号　：混同惹起行為
	２号　：著名表示冒用行為

	周知か
著名か？
	他人の商品等表示として需要者の間に広く認識されているものと
※一地方でも要件を満たせばOK
　ただし、相手の商圏で周知のこと
※需要者層が異なれば、周知とは言えない

※周知性要件と呼ばれる
	他人の著名な商品等表示と
※全国的に知られていることが必要

	（差異無し）
	同一若しくは類似の商品等表示を使用し、
※使用だけでもＮＧ
	同一若しくは類似のものを使用し、
（もの＝商品等表示）
※使用だけでもＮＧ

	
	又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡
若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、
若しくは電気通信回線を通じて提供して、
	又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡
若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、
若しくは電気通信回線を通じて提供する行為

	混同要件
	他人の商品又は営業と混同を生じさせる行為
	※混同の要件は無い
※明記されていないが、フリーライドやダイリューションなどの不正競争行為が要件になる。形式的に要件を満たせば、全てダメ！ではない。


①　「商品等表示」に関係する出題群
《　過去問まとめ　》　※極論すれば、ここだけ記憶すれば良い
○　「商品等表示」として認められるもの　※自他識別機能又は出所表示機能を有すれば良い
・特許事務所の名称
・企業グループ名
・サービスマーク（役務の商標）

・芸名
・戸籍上の氏名
・業種の異なる複数の企業が共同で使用している表示
・ブランド名
・商品の包装、商品の包装に描かれた店主の似顔絵
・商品につけられた香り
・商品の形態
・商品に付された模様
・商品に付された色彩、色彩の組み合わせ
・コマーシャルソング
・店舗外観
・動く表示（かに道楽の動く看板）
・第三者が使用する企業名の略称
・ゲームソフトのシリーズ名

×　「商品等表示」として認められないもの

　・商品の素材を表すにすぎない表示
　・書籍、映画、ゲームソフトの題名（タイトル）
　・同種の商品に共通してその特有の機能及び効用を発揮するために必然的、不可避的に
　　採用せざるをえない商品形態やありふれた商品形態
《　第２条１項１号の商品、商品等表示　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-60　》
「商品等表示」とは、商品の出所又は営業の主体を示す表示をいい、具体的には、人の業務に係る氏名、商号、商標（サービスマークを含む）等をいう。
「商品」とは、市場における流通の対象物となる有体物又は無体物をいう。
「商品等表示」は、自他識別機能又は出所表示機能を有するものでなければならず、表示が、単に用途や内容を表示するにすぎない場合には商品等表示に含まれない。
※サービスマーク　：商標法第２条第１項第２号の「業として役務を提供し、又は証明する者がその役務について使用をするもの」と同義であり、運輸業者、銀行、航空会社などが自己の提供するサービスを他のものと識別するために使用する標章である。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
《　商品等表示と商品の形態　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-63　》
商品の形態は、本来的には商品の出所を表示するものではないが、
①特定の商品の形態が同種の商品と識別し得る独自の特徴を有し、かつ、
②それが長期間にわたり継続的にかつ独占的に使用され、又は短期間であっても強力に宣伝されるなどして使用された結果、それが、商品自体の機能や美観等の観点から選択されたという意味を超えて、自他識別機能又は出所表示機能を有するに至り、需要者の間で広く認識された場合
には商品等表示性が認められる。

▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
《　商品等表示性が認められない商品形態　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-63　》
　もっとも、同種の商品に共通してその特有の機能及び効用を発揮するために必然的、不可避的に採用せざるをえない商品形態やありふれた商品形態には、商品等表示性は認められない。

《　大阪地裁　判例　平成１９年７月３日　「めしや食堂事件」　》
店舗外観は、それ自体は営業主体を識別させるために選択されるものではないが、特徴的な店舗外観の長年にわたる使用等により、第二次的に店舗外観全体も特定の営業主体を識別する営業表示性を取得する場合もあり得ないではないとも解され、原告店舗外観全体もかかる営業表示性を取得し得る余地があること自体は否定することができない。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
《　大阪地裁　判例　昭和５８年１２月２３日　「三色ラインウェットスーツ事件」　》
　特定人が右特定の色彩、配色を当該商品に反覆継続して使用することにより、需要者をして右特定の色彩・配色の施こされた商品がこれを使用した右特定人のものである旨の連想を抱かせるようになることは否定できないところであり、このように商品と特定の色彩・配色との組合せが特定人の商品であることを識別させるに至つた場合には、右商品と色彩・色彩の配色との組合せも又、商品の形態と同様、不正競争防止法一条一項一号にいう「他人ノ商品タルコトヲ示ス表示」たり得るものといわなければならない。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
《　大阪地裁　判例　昭和６２年５月２７日　「動くかに看板事件」　》
　天然の松葉がにの形状を模した大きな動く看板としたこと自体が、他に例を見ない奇抜性、新規性を有することは明らかであり、このような看板は現在でもかに料理専門店で一般に使われているものではない。したがつて、原告らの「かに看板」が不正競争防止法一条一項二号所定の「他人ノ営業タルコトヲ示ス表示」としての識別性を有することは明らかであり、その奇抜性からすれば、むしろ非常に強い宣伝広告機能、顧客吸引力を有するものというべきである。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼

《　最高裁　判例　平成５年１２月１６日　「アメックス事件」　》
不正競争防止法一条一項二号にいう広く認識された他人の営業であることを示す表示には、営業主体がこれを使用ないし宣伝した結果、当該営業主体の営業であることを示す表示として広く認識されるに至った表示だけでなく、第三者により特定の営業主体の営業であることを示す表示として用いられ、右表示として広く認識されるに至ったものも含まれるものと解するのが相当である。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
《　書籍や映画の題名　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-62　》
書籍や映画の題名（タイトル）などは著作物たる書籍や映画を特定するものであって、商品やその出所ないし放映・配給事業を行う営業主体を識別する表示として認識されるものではない等として「商品等表示」に該当しないとする裁判例がある。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
《　東京高裁　判例　平成１６年１１月２４日　「ファイアーエンブレム事件」　》

一般に、書籍やゲームソフトの題号は、商品・営業の出所を示すものではないと解されるが、ゲームソフトのシリーズ名には、周知商品表示になり得るとした。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不07〕　不正競争防止法に関して。
3　商品の形態が、その特異な形状によって、その商品の出所を示すものとして需要者に広く認識されている場合でも、その形状が、その種の商品の効用を発揮するために不可欠な形状である場合には、商品等表示として保護されない。
（〇）　第２条１項３号。そんなものが認められるわけがない。

⇒《　商品等表示性が認められない商品形態　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-63　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不６〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。

１ シリーズ作品として販売されているゲームソフトの題号は、商品表示となりうる。
（〇）　一般的に、「題号」は出所を表示するものとは認められないが、ゲームソフトの「シリーズ名」は、出所を表示するものと認められる。
⇒《　東京高裁　判例　平成１６年１１月２４日　「ファイアーエンブレム事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不６〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。

３ フランチャイズ方式の飲食店の店舗外観は、営業表示となりうる。
（〇）　自他識別機能や出所表示機能を有するので、営業表示になり得る。
⇒《　大阪地裁　判例　平成１９年７月３日　「めしや食堂事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不６〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。

４ 特許事務所の名称は、営業表示となりうる。
（〇）　もちろん、営業表示になり得る。自他識別機能や出所表示機能を有する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不６〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。

５ 企業名の略称は、当該企業自身がその略称を使用していない場合でも、営業表示となりうる。
（〇）　自他識別機能や出所表示機能を有するので、営業表示になり得る。
⇒《　最高裁　判例　平成５年１２月１６日　「アメックス事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-23〕　不正競争防止法上の商品等表示の保護に関して。

１ 商品に付された色彩の組み合わせが商品等表示として保護されるのは、著名性を獲得した場合のみであり、周知性を獲得したにすぎない場合は、保護されない。
（×）　周知性を獲得した場合も、第２条１項１号で保護される。なお、商品等表示の定義は、１号も２号も同じである。
⇒《　大阪地裁　判例　昭和５８年１２月２３日　「三色ラインウェットスーツ事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-23〕　不正競争防止法上の商品等表示の保護に関して。

２ 商品の形態は、その商品が日本で販売されてから３年間は、不正競争防止法第２条第１項第３号で商品の形態として保護されているため、その形態が周知性を獲得したとしても、商品等表示としては保護されない。
（×）　商品の形態も、それ自体が自他識別機能や出所表示機能を有すれば、商品等表示に該当する場合がある。
　▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-23〕　不正競争防止法上の商品等表示の保護に関して。

３ 商品に付された模様は、その商品の形状と結合している限りで商品等表示として保護され、模様のみでは、周知性を獲得したとしても商品等表示として保護されない。
（×）　模様だけでも、それが、商品の出所又は営業の主体を示す程度の周知性を得ていれば、第２条１項１号で保護される。第２条１項３号、４項を参照。こちらは結合が必要。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-23〕　不正競争防止法上の商品等表示の保護に関して。

５ 役務の提供の際に使用される物に付された表示は、その物自体が需要者に対して譲渡されない限り、商品等表示として保護されない。
（×）　商品等表示には、サービスマーク（役務の商標）も含まれる。また、問題文のような規定もない。
⇒《　第２条１項１号の商品、商品等表示　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-60　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-53〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
２ コマーシャル・ソングも、商品等表示となりうる。
（〇）　「商品等表示」とは、商品の出所又は営業の主体を示す表示であり、コマーシャル・ソングも出所を表示するものであれば、該当する。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-28〕　不正競争防止法に関して。
１ 企業グループ名は、商品等表示として保護されることがある。
（〇）　第２条１項１号かっこ書。企業グループ名は、人の業務に係る氏名か商号に該当する。また、出所を表示するものである。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-28〕　不正競争防止法に関して。
３ メモ用紙につけられた香りは、商品等表示として保護されることがある。
（〇）　第２条１項１号かっこ書など。「商品等表示」とは、商品の出所又は営業の主体を示す表示である。もし、香りが出所を表示するものとして認められれば、商品等表示になりうる。
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-28〕　不正競争防止法に関して。
４ 店舗の外観は、商品等表示として保護されることがある。
（〇）　出所を表示するものになり得るので、営業表示となりうる。
⇒《　大阪地裁　判例　平成１９年７月３日　「めしや食堂事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-38〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
１ 芸名は、営業に利用されるものであるから、商品等表示に該当するが、戸籍上の氏名は、個人の人格的な利益が付着したものであるから、商品等表示に該当しない。
（×）　第２条１項１号かっこ書。人の業務に係る氏名が挙げられており、戸籍上の氏名を除く規定もない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-38〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
３ 衣服に付された模様は、装飾目的で付されているものであるから、商品等表示に該当しない。
（×）　出所表示機能を有するようになった場合は、だいたい何でもあり。「香り」ですらＯＫ。
⇒《　大阪地裁　判例　昭和５８年１２月２３日　「三色ラインウェットスーツ事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-38〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
５ 店主の似顔絵が、その店の包装紙に印刷されており、需要者がその似顔絵をみれば、その店を想起する場合であっても、その似顔絵が商品自体に描かれていないときには、商品等表示に該当しない。
（×）　第２条１項１号かっこ書。包装も含まれる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-８〕　不正競争防止法の商品等表示に関して。
１ 商品等表示には、業種の異なる複数の企業が共同で使用している表示は含まれない。
（×）　たとえば住友グループなど。あるいは、資本関係のない企業間の異業種合同プロジェクトで共通の「WiLL」ブランドを使用した例もある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-８〕　不正競争防止法の商品等表示に関して。
２ 商品等表示には、動く表示は含まれない。
（×）　動く表示も含まれる。有名な「かに道楽」事件ですね。
⇒《　大阪地裁　判例　昭和６２年５月２７日　「動くかに看板事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-８〕　不正競争防止法の商品等表示に関して。
３ 商品等表示には、当該商品の素材を表すにすぎない表示は含まれない。
（〇）　「商品等表示」は、自他識別機能又は出所表示機能を有するものでなければならず、表示が、単に用途や内容を表示するにすぎない場合には商品等表示に含まれない。
⇒《　第２条１項１号の商品、商品等表示　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-60　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-８〕　不正競争防止法の商品等表示に関して。
４ 商品等表示には、商品の包装であって、消費者がすぐに捨ててしまうようなものは含まれない。
（×）　第２条１項１号かっこ書。包装も含まれる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-６〕　甲は宮崎市でラーメン店を営んでおり、その商号「アラキジ・ラーメン」は市内のラーメン好きの間で広く知られている。また、その顧客の間では、「アラメン」が、甲のラーメン店の通称として広く用いられている。
４　戊が宮崎市で「アラメン」という商号をラーメン店の営業に使用する行為は、甲自身が「アラメン」を自己の商品等表示として使用していなければ、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争とならない。

（×）　第三者が使用した結果、周知になった商品等表示も含まれる。
⇒《　最高裁　判例　平成５年１２月１６日　「アメックス事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-47〕　不正競争防止法に関して。

２　自己の小説に、他人の小説の題名と類似する題名を付して、書籍として販売する行為は、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争とならない。

（〇）　小説の題名は、出所を表示するものではない。
⇒《　書籍や映画の題名　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-62　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-28〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
１ 不正競争防止法第２条第１項第１号では、商品の形態は商品等表示としては保護されない。
（×）　自他識別機能又は出所表示機能を有するに至れば、商品等表示として保護される。

⇒《　商品等表示と商品の形態　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-63　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-28〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
２ 商品に付された色彩も、不正競争防止法第２条第１項第１号の商品等表示として保護されることがある。
（〇）　自他識別機能又は出所表示機能を有するに至れば、商品等表示として保護される。
⇒《　大阪地裁　判例　昭和５８年１２月２３日　「三色ラインウェットスーツ事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-15〕　革製品の製造販売を行っているフランスのＡ社が、新しい形状のハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」を発表し販売した。このバッグは、ユニークな形状を持つハンドバッグとして、日本でも、ファッション誌等でとり上げられ、新しいハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」として広く知られるようになった。

４ 大阪府のＥ社が、形状の異なるハンドバッグを、「Ｖｅｎｉｃｅ」という表示を付して販売することは、不正競争とならない。
（×）　第２条１項１号か、２号に該当する。「Ｖｅｎｉｃｅ」は、商品等表示に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-56〕　不正競争防止法第２条第１項第１号に関連する最高裁判所の裁判例に関して。
４ 広く認識された他人の営業であることを示す表示は、営業主体がこれを使用ないし宣伝した結果、その営業主体の営業であることを示す表示として広く認識されるに至った表示でなければならず、第三者により特定の営業主体の営業であることを示す表示として用いられ、その表示として広く認識されるに至ったものは含まれない。
（×）　第三者が使用した結果、周知になった商品等表示も含まれる。
⇒《　最高裁　判例　平成５年１２月１６日　「アメックス事件」　》
▼　香りでも　商品表示　第三者　出所を表示　題名はダメ　▼
②　「周知性」に関係する出題群
《　第２条１項１号の周知性要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-65　》
　周知性要件については、そもそも、混同を判断する場合の一つの要素とされるべきであり、独立の要件とすることは適切でないとの指摘もされていた。しかし、本規定は登録されていない標章などの商品等表示を保護するものであるから、保護に値する一定の事実状態を形成している場合にはじめて保護の対象とすることが適切であり、かかる観点から周知性要件を存続させている。周知性の判断は、商品・役務の性質・種類、取引態様、需要者層、宣伝活動、表示の内容等の諸般の事情から総合的に判断されるものである。
　認識されている程度が全国的であることを要するか、全国的に認識されていなくても一地方でよいかについては、一地方であっても保護すべき一定の事実状態が形成されていればその限りにおいて保護されるべきと解されている。

　（注）　混同が生じるためには、相手側の商圏と重なった「一地方」である必要がある
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
《　第２条１項１号の需要者　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-66　》
なお、「需要者」とは、具体的にはその商品等の取引の相手方を指すものであって、最終需要者に至るまでの各段階の取引業者もこれに含まれる。したがって、特定の需要者層において広く認識されている商品等表示にも周知性が認められる場合もある。
《　需要者層　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-66　》
　コンピューターランド事件(札幌地判昭59.3.28判タ536号284頁)では、パソコンメーカーや販売者、パソコン購入顧客者層を対象に周知性を認めた。ヒュンメル事件(大阪地判平 20.1.24 最高裁 HP)では、サッカーシューズ等の需要者の間での独自の周知性の獲得を認定しつつも、被告商品(スニーカー)の需要者である一般消費者の間で広く認識されていないとして、周知性を否定した。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不07〕　不正競争防止法に関して。
5　商品等表示Ａは、美容関係者のみに販売される化粧品に使用されている。表示Ａが、美容関係者の間では周知性を有しているが、一般消費者の間では知られていない場合には、美容関係者向けでなく一般消費者向けの化粧品に表示Ａを使用したとしても、不正競争とならない。
（〇）　周知となっている需要者層が異なるなら、「混同を生じさせる行為」とは言えない。
⇒《　需要者層　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-66　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-著不９〕　不正競争防止法上に関して。

２ 不正競争防止法のいわゆる周知な商品等表示に該当するためには、全国的に広く認識されている必要がある。

（×）　一地方であっても保護すべき一定の事実状態が形成されていれば、その限りにおいて保護されるべきと解されている。
⇒《　第２条１項１号の周知性要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-65　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-53〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
３ 業界で周知であっても、消費者に周知でない商品等表示には、周知性は認められない。
（×）　最終需要者に至るまでの各段階の取引業者もこれに含まれる。したがって、特定の業界において広く認識されている商品等表示にも周知性が認められる場合もある。
⇒《　第２条１項１号の需要者　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-66　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-53〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
４ 新聞や雑誌にたびたび商品等表示が掲載されていることは、その周知性を判断する際の要素となる。
（〇）　周知性の判断は、商品・役務の性質・種類、取引態様、需要者層、宣伝活動、表示の内容等の諸般の事情から総合的に判断されるものである。
⇒《　第２条１項１号の周知性要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-65　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-53〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
５ 関東地方でのみ周知である商品等表示でも、周知性は認められる。
（〇）　一地方であっても保護すべき一定の事実状態が形成されていればその限りにおいて保護されるべきと解されている。
⇒《　第２条１項１号の周知性要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-65　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
③　「混同」に関係する出題群
《　第２条１項１号の混同　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-69　》
混同は、現に発生している必要はなく、混同が生ずるおそれがあれば足りると解されている。「混同を生じさせる行為」には、被冒用者と冒用者との間に競業関係が存在することを前提に直接の営業主体の混同を生じさせる「狭義の混同惹起行為」のみならず、緊密な営業上の関係や同一の表示を利用した事業を営むグループに属する関係があると誤信させるような「広義の混同惹起行為」をも包含するものと解されている。

混同の判断は、表示の使用方法、態様等の諸般の事情をもとに、一般人を基準として判断すべきであるとされている。
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
《　最高裁　判例　平成１０年９月１０日　「スナックシャネル事件」　》
　「混同ヲ生ゼシムル行為」とは、他人の周知の営業表示と同一又は類似のものを使用する者が自己と右他人とを同一営業主体として誤信させる行為のみならず、両者間にいわゆる親会社、子会社の関係や系列関係などの緊密な営業上の関係又は同一の表示の商品化事業を営むグループに属する関係が存すると誤信させる行為（以下「広義の混同惹起行為」という。）をも包含し、混同を生じさせる行為というためには両者間に競争関係があることを要しないと解すべきことは、当審の判例とするところである。
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不06〕　不正競争防止法に関して。
1　表示Ａは、甲が販売する和菓子の商品等表示として、神奈川県内の需要者の間で周知である。乙が、同県内で、表示Ａと同一の表示を、和菓子以外の商品に使用している場合には、乙の行為が不正競争となることはない。
（×）　第２条１項１号。県レベルの周知であるので、第２号は適用されず、第１号の問題になる。１号には広義の混同も含まれ、和菓子以外に使用している場合でも、不正競争となる場合がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不９〕　不正競争防止法上に関して。

１ 他人の商品表示を使用することによって、他人の商品と混同を生じさせるか否かは、消費者ではなく、競業事業者が混同するかどうかを基準として判断される。
（×）　最終需要者に至るまでの各段階の取引業者もこれに含まれる。消費者も含まれる。
⇒《　第２条１項１号の需要者　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-66　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-17〕　フランスのシャンパーニュ地方に所在するシャンパン製造会社甲社は、日本でも著名なシャンパンＡ、日本でも周知なプレミアムシャンパンＢを製造している。総代理店乙社が温度管理をしたコンテナでＡ及びＢを日本に輸入して販売している。

５ 日本で、Ｂという店名のワイン・バーを経営することは、不正競争とならない。
（×）　Bは日本において周知なので、第２条１項１号が適用される。また、混同を生じさせるおそれがあるならば、狭義の混同だけでなく広義の混同も含まれる。
⇒《　第２条１項１号の混同　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-69　》
⇒《　最高裁　判例　平成１０年９月１０日　「スナックシャネル事件」　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-58〕　Ａは、「甲塾」という学習塾を経営しており、「甲塾」は、札幌市とその近郊の小・中学生及びその保護者の間で広く知られている。
１ Ｂは、札幌市内で、「甲塾」という表示を使用して空手教室を経営している。学習塾と空手教室には競争関係がないため、双方の生徒が重複している場合であっても、Ｂの行為は不正競争とはならない。
（×）　第２条１項１号の混同は、競争関係のない広義の混同も含む。また、一地方において周知であり、かつ商圏が重なるなど混同を生じるおそれがあれば１号が適用される。よって、Ｂの行為は不正競争になる。
⇒《　第２条１項１号の混同　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-69　》
⇒《　最高裁　判例　平成１０年９月１０日　「スナックシャネル事件」　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-53〕　　不正競争防止法の商品等表示に関して。以下の文は正しいか？
３　不正競争防止法では、一定の要件のもとで、[　消費者の使用によって周知となったハンバーガー店の通称である　]商品等表示[　を自らは使用していないハンバーガーチェーン運営会社　]甲は、その商品等表示と[　広義の混同を引き起こしている類似　]の商品等表示を使用する乙に対して、[　不当利得の返還　]及び[　看板の廃棄　]を請求することができる。
（〇）　第２条１項１号、第３条２項。消費者の使用によって周知になった商品等表示も対象である。また、広義の混同も対象である。不当利得の返還は、民法で認められている。看板の廃棄は第３条２項で認められている。
⇒《　最高裁　判例　平成５年１２月１６日　「アメックス事件」　》
⇒《　最高裁　判例　平成１０年９月１０日　「スナックシャネル事件」　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-６〕　甲は宮崎市でラーメン店を営んでおり、その商号「アラキジ・ラーメン」は市内のラーメン好きの間で広く知られている。また、その顧客の間では、「アラメン」が、甲のラーメン店の通称として広く用いられている。
１　甲の「アラキジ・ラーメン」の商号が宮崎市内でしか知られていない場合において、乙が札幌市でラーメン店の営業に「アラキジ」という商号を使用する行為は、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争となる。
（×）　周知性が認められるためには一地方でも良いとされているが、相手方の販売・活動地域において周知でなければ、混同のしようがない。つまり、商圏自体は一地方でもよいが、その商圏は重なっていなければならない。
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-６〕　※問題文は、〔H21-６-1〕と同じ
３　丁は、甲の「アラキジ・ラーメン」の商号を知らずに、「アラキジ・ラーメン」という商号のラーメン店を名古屋市で開業し、名古屋市内では「アラキジ・ラーメン」は丁の商号として広く知られるようになっていた。このような状況において、甲が「アラキジ・ラーメン」の商号を用いて名古屋市に支店を出した場合、丁は、甲に対して、不正競争防止法第２条第１項第１号に基づいて「アラキジ・ラーメン」の名古屋市内での商号使用の差止めを請求できる。

（〇）　第２条１項１号。名古屋市内では、丁の「アラキジ・ラーメン」が周知になっているため、甲の「アラキジ・ラーメン」の使用は、第２条１項１号の不正競争行為に該当する。残念！
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-６〕　※問題文は、〔H21-６-1〕と同じ
５　甲自身が広告チラシ等で「アラメン」を自らの商号の通称として使用している場合において、宮崎市の手芸用品店己が、「ア・ラ・メン」という商号を使用する行為は、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争となる。
（×）　これはさすがに、広義の混同を生じるおそれすらないであろう。まあ、他の選択肢との兼ね合いもあり、×とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-47〕　不正競争防止法に関して。
１　他社の著名な自動車に関する商品表示をサングラスに付して販売する行為は、不正競争防止法第２条第１項第２号の不正競争となると考えられるが、同項第１号の不正競争となることもある。
（〇）　第２条１項１号、２号。著名であれば、当然に周知である。広義の混同を生じさせる行為であれば、１号にも該当する。また、２号に該当すれば１号に該当しないという規定もない。

　▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-47〕　不正競争防止法に関して。

３　ヨーロッパのファッション・ブランドである企業甲の著名な商品表示をタクシー会社乙が商号として用いる行為は、甲乙間に競争関係がなければ、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争とならない。

（×）　混同を生じさせる行為というためには両者間に競争関係があることを要しないと解すべきである。広義の混同も認められている。
⇒《　最高裁　判例　平成１０年９月１０日　「スナックシャネル事件」　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-28〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
３ 甲の表示が関東地方において広く知られるようになった後に、九州地方において甲の表示と同一又は類似の表示を使用することは、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争に該当する。
（×）　周知性が認められるためには一地方でも良いとされているが、相手方の販売・活動地域において周知でなければ、混同しようがない。つまり、周知範囲自体は一地方でもよいが、その商圏は重なっていなければならない。
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-15〕　革製品の製造販売を行っているフランスのＡ社が、新しい形状のハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」を発表し販売した。このバッグは、ユニークな形状を持つハンドバッグとして、日本でも、ファッション誌等でとり上げられ、新しいハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」として広く知られるようになった。

２ 兵庫県のＣ社が、「Ｖｅｎｉｃｅ」という表示を付して婦人用ブーツを販売しても、不正競争とならない。
（×）　第２条１項１号か、２号。少なくとも周知であると判断できるし、ハンドバッグと婦人用ブーツなら同じファッション関係なので、出所の混同を生じるおそれがある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-56〕　不正競争防止法第２条第１項第１号に関連する最高裁判所の裁判例に関して。
１ 「混同を生じさせる行為」は、広義の混同惹起行為をも包含する。
（〇）　混同を生じさせる行為というためには両者間に競争関係があることを要しないと解すべきである。広義の混同も認められている。
⇒《　最高裁　判例　平成１０年９月１０日　「スナックシャネル事件」　》
▼　周知なら　広義の混同　地方でも　同じ商圏　混同生じる　▼
④　営業の出題群
《　第２条１項１号の営業　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-61　》
「営業」とは、単に営利を直接の目的として行われる事業に限らず、事業者間の公正な競争を確保するという法目的からして、広く経済収支上の計算の上に立って行われる事業一般を含む。この点、事業に営利性は要求されない。したがって、非営利事業についても、経済収支上の計算の上に立って行われているものである以上は「営業」に該当すると解すべきである。
《　最高裁　判例　平成１８年１月２０日　「天理教事件」　》
宗教儀礼の執行や教義の普及伝道活動等の本来的な宗教活動に関しては、・・・不正競争防止法の対象とする競争秩序の維持を観念することはできないものである・・・。
これに対し、例えば、宗教法人が行う収益事業としての駐車場業のように、取引社会における競争関係という観点からみた場合に他の主体が行う事業と変わりがないものについては、不正競争防止法の適用の対象となり得るというべきである」とした上で、「『営業』の意義は、取引社会における競争関係を前提とするものとして解釈されるべきであり、したがって、上記『営業』は、宗教法人の本来的な宗教活動及びこれと密接不可分の関係にある事業を含まないと解するのが相当である」とした。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不７〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

５ 甲社が、乙社の周知なロゴマークを付したボールペンを製造し、自らの顧客に無償で提供した。そのボールペンが乙社の商品であるとの誤認を生じさせるときは、甲社の行為は、不正競争となる。
（〇）　第２条１項１号。無償か有償かは無関係に、不正競争行為である。
⇒《　第２条１項１号の営業　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-61　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-著不９〕　不正競争防止法上に関して。

４ 非営利事業を行っている他人の周知な商品等表示を使用して、その他人の役務提供との混同を生じさせる行為は、不正競争となる。

（〇）　営業には、非営利事業も含まれる。
⇒《　第２条１項１号の営業　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-61　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不６〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。

２ 宗教法人の名称は、本来的な宗教活動でのみ使用される場合でも、営業表示となりうる。
（×）　本来的な宗教活動は、不正競争防止法の対象とする競争秩序の維持を観念できないため、「営業表示」にならない。
⇒《　最高裁　判例　平成１８年１月２０日　「天理教事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-38〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
２ 学校法人の名称は、その事業が、営利を目的としないものであるとしても、商品等表示に該当する。
（〇）　第２条１項１号。事業に営利性は要求されない。
⇒《　第２条１項１号の営業　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-61　》
⑤　その他の出題群
《　第２条１項１号の使用　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-67　》
　「使用」とは、他人の商品等表示を商品又は営業に用いることを指すものである。他人の商品等表示の「使用」は、商品自体に用いることに加え、商品の容器や包装、広告に用いる場合などを含むが、他人の商品等表示を自他識別機能又は出所識別機能を果たす態様で使用していない場合には、商品等表示の「使用」には該当しない。
《　最高裁　判例　昭和６３年７月１９日　「アースベルト事件」　》
　自己の商品表示が不正競争防止法一条一項一号にいう周知の商品表示に当たると主張する甲が、これと類似の商品表示の使用等をする乙に対してその差止め等を請求するには、甲の商品表示は、不正競争行為と目される乙の行為が甲の請求との関係で問題になる時点、すなわち、差止請求については現在（事実審の口頭弁論終結時）、損害賠償の請求については乙が損害賠償請求の対象とされている類似の商品表示の使用等をした各時点において、周知性を備えていることを要し、かつ、これをもつて足りるというべきである。
《　最高裁　判例　昭和５６年１０月１３日　「マクドナルド事件」　》
　不正競争防止法一条一項一号にいう商品の混同の事実が認められる場合には特段の事情がない限り営業上の利益を害されるおそれがあるものというべきであり、・・・
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不４〕　不正競争防止法に関して。
３ 他人の周知な商品等表示と類似の商品等表示を使用する行為は、不正競争となるが、他人の著名な商品等表示と類似の商品等表示を使用する行為は、不正競争とならない。
（×）　第２条第１項第１号、第２号。前者は第１号、後者は第２号の不正競争行為である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-17〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
２ 化粧品メーカー甲社の商品表示Ａが著名であり、不正競争防止法第２条第１項第２号により保護される場合には、同法第２条第１項第１号の適用は排除される。
（×）　第２条１項１号、２号。そのような規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-８〕　不正競争防止法の商品等表示に関して。
５ 商品等表示には、非営利法人の名称は含まれない。
（×）　非営利法人の名称も含まれる。
⇒《　第２条１項１号の営業　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-61　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-47〕　不正競争防止法に関して。

５　日本のほとんどの企業が使用している他社のコンピュータ・プログラム製品に付された商標と類似する商標を使用したプログラムをインターネットを通じて販売する行為は、不正競争防止法第２条第１項第１号の不正競争となる。

（〇）　電気通信回線を通じて提供する行為も、挙げられている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-43〕 甲は、①他の同種商品にも広くみられるごくありふれた形状を有し、②きわめて特徴的な図柄(以下「本件図柄」という)が使用され、③甲の表示が付された、革製のハンドバッグ(以下「本件ハンドバッグ」という)を製作した。甲は、量産した本件ハンドバッグをフランス国内において販売し、その図柄によって、甲の商品であることがフランス国内の取引者及び需要者の間で広く知られるようになった。

乙は、甲との契約により、本件ハンドバッグに関して、独占的販売権を取得し、甲がフランス国内で販売しているものと同一の本件ハンドバッグを輸入して、日本国内で販売している。乙の販売努力の結果、本件ハンドバッグは、その図柄によって乙の販売に係る甲の商品であることがその取引者及び需要者の間で広く知られるようになった。
２ Ｂが、本件ハンドバッグの形状をそっくり模倣しているが、本件図柄と異なる図柄を有するハンドバッグを、Ｂの表示を付して日本国内において販売した場合、甲は、不正競争防止法に基づく差止請求をすることができない。
（〇）　第２条１項１号など。本件ハンドバッグは本件図柄によって、自他識別機能（出所表示機能）を有すると考えられるため、Bの行為は第２項１項１号違反ではない。また、３号は、ありふれた商品形態には適用されない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-43〕　※問題文は、〔H20-43-2〕と同じ　
３ Ｃが、本件図柄を使用した革製の財布にＣの表示を付したものを日本で製造し、フランスに輸出しようとしている場合、甲は、不正競争防止法に基づく差止請求をすることができる。
（〇）　ハンドバッグと財布の差異はあるが、きわめて特徴的な「本件図柄」を用いていれば、混同のおそれがある。また、輸出行為も、第２条１項１号の不正競争行為である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-43〕　※問題文は、〔H20-43-2〕と同じ
４ Ｄが、本件図柄を使用した革製の財布にＤの表示を付して日本国内で販売した場合、乙は、不正競争防止法に基づく差止請求をすることができない。
（×）　ハンドバッグと財布の差異はあるが、きわめて特徴的な「本件図柄」を用いていれば、混同のおそれがある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-56〕　不正競争防止法第２条第１項第１号に関連する最高裁判所の裁判例に関して。
２ 他人には、特定の表示に関する商品化契約によって結束した同表示の使用許諾者、使用権者及び再使用権者のグループのように、同表示の持つ出所識別機能、品質保証機能及び顧客吸引力を保護発展させるという共通の目的のもとに結束しているものと評価することのできるようなグループも含まれる。
（〇）　使用許諾者、使用権者及び再使用権者のグループも含まれる。
⇒《　最高裁　判例　昭和５９年５月２９日　「フットボール事件」　》　※第３条に掲載
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-56〕　不正競争防止法第２条第１項第１号に関連する最高裁判所の裁判例に関して。
３ 甲の商品表示は、損害賠償の請求については乙が損害賠償請求の対象とされている類似の商品表示の使用等をした時点において、周知性を備えていることを要し、かつ、これをもって足りる。
（〇）　判決文の通り。
⇒《　最高裁　判例　昭和６３年７月１９日　「アースベルト事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-56〕　不正競争防止法第２条第１項第１号に関連する最高裁判所の裁判例に関して。
５ 商品の混同の事実が認められる場合には特段の事情がない限り営業上の利益を害されるおそれがある。
（〇）　判決文の通り。
⇒《　最高裁　判例　昭和５６年１０月１３日　「マクドナルド事件」　》
☆☆☆★★｜★★★★☆｜★★★
第二条　第一項
二　　自己の商品等表示として他人の著名な商品等表示と同一若しくは類似のものを使用し、又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供する行為 

★　著名表示冒用行為　★
《　第２条１項２号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-70　》
本号は、他人の著名な商品等表示の冒用行為を「不正競争」の一類型として定めた規定である。

第2条第1項第1号の他人の周知な商品等表示の冒用に対する規制は、「混同」を要件としている。混同」の概念は，基本的には，被冒用者と冒用者との 間に競業関係が存在することが前提とされている。これを狭義の混同という。
・・・
冒用者は自らが本来行うべき営業上の努力を払うことなく著名表示の有している顧客吸引力に「ただのり（フリーライド）」することができる一方で、永年の営業上の努力により高い信用・名声・評判を有するに至った著名表示とそれを本来使用してきた者との結びつきが薄められる（希釈化，ダイリューション）ことになる。
・・・
このような著名表示の冒用事例においては、高い信用・名声・評判を有する著名表示の財産的価値が侵害されていることそれ自体が問題であって、「混同」が生じているか否かは必ずしも重要ではないと考えられることから、平成5年改正時に、他人の著名な商品等表示の冒用行為について、混同を要件とすることなく不正競争と位置づける本号の規定が新設された。
▼　著名なら　問答（混同）無用で　フリーだい！　▼　※フリーライドとダイリューション
《　第２条１項２号の「著名」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-73　》
具体的にどの程度知られていれば「著名」といえるかについては、個別具体の事例に応じて判断される問題であるが、著名表示の保護が広義の混同さえ認められない全く無関係な分野にまで及ぶものであることから、通常の経済活動において、相当の注意を払うことによりその表示の使用を避けることができる程度にその表示が知られていることが必要であり、具体的には全国的に知られているようなものを想定している。
なお、商品の形態については、商品等表示としての著名性を認めることは一般には困難であるとされている。
《　東京地裁　判例　平成１２年６月２９日　「ペレッタ銃事件」　》
本物の備える機能を有さず、外観のみを忠実に模したものであるという模型の本質的特徴から、一般に、模型の需要者は本物のそれとは異なるものであり、模型の製造販売の主体も、本物のそれとは異なるのが通常である。

　そして、模型の形状や模型に付された表示が本物のそれと同一であったとしても、模型の当該形状や表示は、模型としての性質上必然的に備えるべきものであって、これが商品としての模型自体の出所を表示するものでないことは、広く社会的に承認されているものである。

《　東京地裁　判例　平成１２年７月１８日　「リズシャルメル事件」　》
　著名表示が企業グループとしての表示である場合には、中核企業はもちろんのこと、当該企業グループに属する企業であれば、不正競争防止法上の請求の主体となり得るし、フランチャイズ契約により結束した企業グループにおいては、フランチャイズチェーンの主宰者たるフランチャイザー及びその傘下のフランチャイジーが、請求の主体となり得る。
しかし、単に流通業者として当該著名商品等表示の付された商品の流通に関与しただけの者は、これに含まれないというべきである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不06〕　不正競争防止法に関して。
2　表示Ａは、甲が販売する和菓子の商品等表示として、著名である。乙は、愛知県内で、表示Ａを家具に付して販売している。乙が、注文があった場合にのみ、その家具を直接消費者に販売している場合には、乙の行為が不正競争となることはない。
（×）　第２条１項２号。「注文があった場合にのみ」が何の引っ掛けになるのか意味不明。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不５〕　不正競争防止法に関して。
３ 各種商品を販売するウェブサイトを運営する事業者が、その販売する商品を紹介する目的で、著名な商品名を当該ウェブサイトに掲載する行為は、不正競争とならない。

（○）　第２条第１項第２号。自己の商品等表示として使用しているのではない。これが不正競争なら、商売ができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-著不９〕　不正競争防止法上に関して。

３ 商品に他人の著名な商品等表示を付したが、まだその商品を販売していない場合は、不正競争とならない。

（×）　「使用」も不正競争行為に該当する。販売（譲渡）していなくても、広告使用はNG。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-23〕　不正競争防止法上の商品等表示の保護に関して。

４ 玩具会社が、実在する自動車をエンブレムも含めて忠実に再現したミニカーを販売する行為は、そのエンブレムが著名である場合でも、不正競争とならない。
（〇）　見かけ上は２号違反であるが、フリーライドやダイリューションの恐れもなく、不正競争行為に該当しない。
⇒《　東京地裁　判例　平成１２年６月２９日　「ペレッタ銃事件」　》
▼　著名なら　問答（混同）無用で　フリーだい！　▼　※フリーライドとダイリューション
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-45〕　不正競争防止法の不正競争に関して。
１ 甲が経営する飲食店の店名が著名となっている場合に、乙が草野球チームのチーム名に当該店名と同一の名称を使用する行為は、不正競争となる。
（×）　草野球のチーム名は、「商品等表示」とは言えない。
⇒《　第２条１項１号の商品、商品等表示　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-60　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-45〕　不正競争防止法の不正競争に関して。
３ 甲の著名表示と類似する表示を、乙が自己の商品等表示として商品に付した場合、乙がその商品を国内では販売せず、輸出のみを行っているとしても、乙の行為は不正競争となる。
（〇）　輸出も列挙されている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-17〕　フランスのシャンパーニュ地方に所在するシャンパン製造会社甲社は、日本でも著名なシャンパンＡ、日本でも周知なプレミアムシャンパンＢを製造している。総代理店乙社が温度管理をしたコンテナでＡ及びＢを日本に輸入して販売している。

３ フランスで製造された自転車を輸入して、Ａのブランドで販売することは、不正競争となる。
（〇）　Ａのブランドは日本でも著名である。Aのブランドで販売（譲渡）する行為は、フリーライドやダイリューションに該当するため、第２条１項２号の不正競争行為に該当する。
▼　著名なら　問答（混同）無用で　フリーだい！　▼　※フリーライドとダイリューション
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-33〕　不正競争防止法に関して。
３ 著名な商品等表示を使用するフランチャイズシステムにおいて、不正競争防止法上の請求権を有するのは、フランチャイザーに限られない。
（〇）　フランチャイザーだけでなく、フランチャイジーにも請求権が認められる。
⇒《　東京地裁　判例　平成１２年７月１８日　「リズシャルメル事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-17〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
５ 食器メーカー甲社の商品表示Ａが著名である場合において、食品メーカー乙社がスポンサーでテレビ局丙社の製作するドラマの中に、Ａの付された甲社の販売するティーカップに乙社の販売する紅茶を注ぐ場面があったとしても、甲社は、乙社又は丙社に対して損害賠償の請求をすることはできない。
（〇）　自己の商品等表示として他人の著名な商品等表示と同一若しくは類似のものを使用する行為には該当しないだろう。ちょっと、意味不明な問題？
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-27〕　甲は、自己の販売する商品に表示Ａを付しており、Ａは日本国内において著名となっている。乙は、甲に無断で、自己の商品にＡを付して販売した。

３ 乙の行為により、表示Ａに関して出所の混同が生じていない場合でも、甲は乙に対して、Ａの使用について受けるべき金銭の額を超える額を損害額としてその賠償を請求することができる。
（〇）　第２条１項２号、第５条３項、４項。第２条１項２号は、混同が要件になっていない。第２条１項２号の不正競争によって営業上の利益を侵害された者は、使用について受けるべき金銭の額を請求でき（第５条３項）、その額を超えて請求してもよい（第５条４項）。
▼　著名なら　問答（混同）無用で　フリーだい！　▼　※フリーライドとダイリューション
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-38〕　不正競争防止法上の商品等表示に関して。
４ 商品の容器の形態は、使用により出所識別力を獲得した場合に、第２条第１項第１号の商品等表示として保護されるが、同条同項第２号の商品等表示としては保護されない。
（×）　第２条１項１号かっこ書。商品等表示には商品の容器の形態も含まれており、「以下同じ。」とあるから、２号も同様である。ただし、商品の形態については、商品等表示としての著名性を認めることは一般には困難であるとされているため、少し問題の表現を変えれば、〇にもなりそう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-53〕　　不正競争防止法の商品等表示に関して。以下の文は正しいか？
４　不正競争防止法では、一定の要件のもとで、[　世界的に知られている自動車部品の　]商品等表示[　を使用する　]甲は、その商品等表示と[　同一　]の商品等表示を使用する乙に対して、[　広告での使用禁止　]及び[　標章の廃棄　]を請求することができる。
（〇）　第２条１項２号、第３条１項、２項。広告での使用も不正行為になる。
⇒《　第２条１項１号の使用　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-67　》　※１号に掲載
★☆★☆★｜★★☆★★｜☆★★
第二条　第一項
三　　他人の商品の形態（※１）を模倣した商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展示し、輸出し、又は輸入する行為 

※１：当該商品の機能を確保するために不可欠な形態を除く。
　★　他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為　★
《　参考条文　》

第二条
４　　この法律において「商品の形態」とは、需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識することができる商品の外部及び内部の形状並びにその形状に結合した模様、色彩、光沢及び質感をいう。 
５　　この法律において「模倣する」とは、他人の商品の形態に依拠して、これと実質的に同一の形態の商品を作り出すことをいう。
《　「商品の形態」とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
第２条第４項では、本法における「商品の形態」について、「需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識することができる商品の外部及び内部の形状並びにその形状に結合した模様、色彩、光沢及び質感」と定義している。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　商品の内部形状　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
商品の形状は、外部の形状のみならず内部の形状も含む。もっとも商品の形態は「需要者が通常の用法に従った使用に際して知覚によって認識することができる」ものでなければならないため、肉眼で見えないような微細な内部構造は「商品の形態」には含まれず、内部の形状については、商品の通常の使用に際して需要者に外部から容易に認識され、需要者に注目される場合に「商品の形態」に該当する。
「商品の形態」の実質的同一性は商品全体について判断されるため、外部の形状に実質的同一性が認められない場合には、内部の形状のみをもって保護を受けることはできない。 
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　商品の容器・包装、部品　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
また、商品の容器・包装に関しては、商品自体と結合して一体となっていて、商品自体と容易には切り離しえない態様で結びついている場合には、「商品の形態」に含まれると解し得るし、商品の部品の形態についても、その部品自体が「独立に取引の対象となっている場合」には、「商品の形態」として保護が及ぶ。さらに、商品の組合せについても、「商品の形態」として保護される場合がある。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　商品の模様、色彩、光沢及び質感　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
「模様、色彩、光沢及び質感」も「形状に結合した」ものであれば「商品の形態」に含まれるため、立体的形態だけでなく平面的形態も含まれる。また、「質感」とは、その材料が本来持っている性質の違いから受ける印象や触感をいう。なお、「商品の形態」は有体物の形態でなければならず、無体物は含まれない。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　「商品の形態」の知覚とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
「知覚」とは視覚及び触覚をいう。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　商品の形態でない例　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
なお、ありふれた商品形態は、特定の者に専用させるべきではないため、このような商品形態を模倣しても不正競争にならない。
また、「商品の形態」には、単なる商品のアイデアや、外観の態様に影響を与えない商品の機能それ自体は含まれない。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　データベースの模倣行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-76　》
「データベースの保護の仕組みとして、・・・今回の不正競争防止法改正では対応できなかった要請に対応できる法的枠組みも含め、検討を行うことが適切であると考えられる」とされたため、データベースのいわゆるデッドコピーに関する規定は設けられていない。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
《　模倣　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-41　》
第５項では、本法における「模倣する」について、「他人の商品の形態に依拠して、これと実質的に同一の形態の商品を作り出すこと」と定義している。同項は、第４項と同様に、平成１７年改正により設けられたものである。 「模倣」といえるためには、①他人の商品の形態に依拠すること及び②実質的に同一の形態の商品を作り出すこと、が要件となる。

（1） 他人の商品の形態に依拠
独自に創作した場合には、他人の商品の形態に依拠していないため、実質的に同一であったとしても「模倣」にはならない。 
（2） 実質的に同一
実質的同一性は、同種の商品間における商品の形態を比較し、商品の形態全体から見て重要な意味を有する部分（独自的要素の部分）が実質的に同一であるかどうかによって判断される（対比観察、全体観察）。 形態に改変がある場合には、改変の着想の難易、改変の内容・程度、改変による形態的効果等を総合的に判断して、当該改変によって相応の形態上の特徴がもたらされているか否かを基準とする。
《　第２条１項３号の「模倣行為」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-80　》
４ 模倣行為自体を「不正競争」としない理由

模倣行為自体を規制対象とすると試験研究のための模倣行為まで規制対象とされるなど規制が過度になり、妥当ではない。このため、本号では、模倣行為自体を「不正競争」とはせず、模倣した商品を譲渡等する行為のみを「不正競争」とすることとしている。
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
　※１号、２号、４～９号と比べると、「使用」が無いことに気付く。すなわち、試作などはＯＫ。
《　東京地裁　判例　平成１１年６月２９日　「ファッション時計事件」　》
原告ら商品の開発に関しては、原告Ｃ商事が新規腕時計商品の企画を提案し、これに基づいて原告Ｃ時計が腕時計の具体的な形態・仕様を創作していると認められ、原告ら両名が共同して原告ら商品の形態を開発したということができるから、原告らはいずれも不競法2条1項3号の不正競争行為に対し同法所定の救済を求める主体となり得るものである。
《　東京地裁　判例　平成１３年８月３１日　》
　法２条１項３号は、他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡、貸し渡し、輸入する行為等につき不正競争行為とする旨規定する。同規定が設けられた趣旨は、費用、労力を投下して、商品を開発して市場に置いた者が、費用、労力を回収するに必要な期間（最初に販売された日から３年）、投下した費用の回収を容易にし、商品化への誘因を高めるためには、費用、労力を投下することなく商品の形態を模倣する行為を規制するのが相当であるとされたからである。
したがって、法２条１項３号所定の不正競争行為について同法４条により損害賠償を請求することができる者は、自ら費用、労力を投下して、当該商品を開発して市場に置いた者に限られるというべきである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不07〕　不正競争防止法に関して。
2　洋服のデザインが、市場ですでに販売されている２つの洋服のデザインを組み合わせて作られたものであっても、その組合せがありふれているものではない限り、商品の形態として保護される。
（〇）　第２条１項３号、４項。ありふれていないならば、保護される。
⇒《　商品の形態でない例　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-28〕　不正競争防止法第２条第１項第３号で保護される「商品の形態」に関して。
５ 複数の商品を組み合わせて、１つの箱に収納されたセット商品の外観は、「商品の形態」には含まれない。
（×）　商品の組合せについても、「商品の形態」として保護される場合がある。
⇒《　商品の容器・包装、部品　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-33〕　不正競争防止法に関して。
５ 商品形態の模倣行為は、不正競争となるとともに、著作権侵害になることもある。
（〇）　美術工芸品などの場合、当然ありうる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-29〕　財布Ａは、甲社と乙社の共同開発商品であり、甲がその企画を提案し、乙がこれに基づいて具体的なデザインや素材等を決定することにより完成された。Ａは、約１年前に日本国内において販売が開始された。不正競争防止法第２条第１項第３号に関して。
２ Ａとそっくりの財布を製造し、販売するためには、甲・乙双方からの許諾を得なければならない。
（〇）　甲社と乙社は共同開発者なので、両者の許諾が必要である。
⇒《　東京地裁　判例　平成１１年６月２９日　「ファッション時計事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-16〕　不正競争防止法第２条第１項第３号の不正競争に関して。

５　甲は、乙の著名なハンドバッグａの形状を模倣したハンドバッグｂを販売している。甲は、ｂの形状を模倣したハンドバッグｃを販売している丙に対して、ｃの販売の差止めを請求できる。
（×）　第２条１項３号。他人とは、費用、労力を投下して、商品を開発して市場に置いた者に限られる。これが認められれば、盗人猛々しい行為ですね！
⇒《　東京地裁　判例　平成１３年８月３１日　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-15〕　革製品の製造販売を行っているフランスのＡ社が、新しい形状のハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」を発表し販売した。このバッグは、ユニークな形状を持つハンドバッグとして、日本でも、ファッション誌等でとり上げられ、新しいハンドバッグ「Ｖｅｎｉｃｅ」として広く知られるようになった。

１ 東京都のＢ社が、全く同一の形状のハンドバッグを、「Ｍｉｌａｎｏ」という表示を付して販売しても、不正競争とはならない。
（×）　第２条１項３号に該当し、不正競争になる。形状自体が周知性や著名性を獲得し、出所表示機能を有すれば、１号や２号にも該当する。
◆◆◆　無体物　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-28〕　不正競争防止法に関して。
２ 商品のアイデアやコンセプトは、商品の形態の一種として、模倣行為から保護されることがある。
（×）　単なる商品のアイデアやコンセプトは、「商品の形態」ではない。
⇒《　商品の形態でない例　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-19〕　不正競争防止法に関して。

４ コンピュータの表示画面上に表示されるアイコンは、不正競争防止法第２条第１項第３号の商品形態とはならない。

（〇）　「商品の形態」は有体物の形態でなければならず、無体物は含まれない。
⇒《　商品の模様、色彩、光沢及び質感　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼

◆◆◆　データベース　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不５〕　不正競争防止法に関して。
２ 商品として開発・販売された他人のデータベースをコピーして、同一のデータベースを販売する行為は、不正競争とならない。

（○）　問題文の行為は、不正競争行為に挙げられていない。
⇒《　データベースの模倣行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-76　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-19〕　不正競争防止法に関して。
３ 著作権法上保護を受けられないデータベースは、資金又は労力を投下して作成されたものであっても、不正競争防止法第２条第１項第３号による保護を受けない。
（〇）　データベースのいわゆるデッドコピーに関する規定は設けられていない。また、「商品の形態」は有体物の形態でなければならず、無体物は含まれない。
⇒《　データベースの模倣行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-76　》
⇒《　商品の模様、色彩、光沢及び質感　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
◆◆◆　質感　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-28〕　不正競争防止法第２条第１項第３号で保護される「商品の形態」に関して。
３ 商品の手触りなどの質感は、「商品の形態」には含まれない。
（×）　「模様、色彩、光沢及び質感」も「形状に結合した」ものであれば「商品の形態」に含まれる。つまり、それ単独では保護されないが、形状と結合して保護される場合がある。
⇒《　商品の模様、色彩、光沢及び質感　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-29〕　財布Ａは、甲社と乙社の共同開発商品であり、甲がその企画を提案し、乙がこれに基づいて具体的なデザインや素材等を決定することにより完成された。Ａは、約１年前に日本国内において販売が開始された。不正競争防止法第２条第１項第３号に関して。

１ Ａと同じ素材を使用して、Ａと色や質感を同じくするキーケースを製造し、販売する行為は、不正競争とはならない。

（〇）　色や質感が同じであっても、形状の異なる財布とキーケースでは、「形態を模倣した商品」とまでは言えない。形状に結合した模様、色彩、光沢及び質感が形態なのであって、形状が異なる場合は、商品の形態が実質的に同一とは言えない。よって、３号違反ではない。
⇒《　「商品の形態」とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
⇒《　模倣　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-41　》
◆◆◆　香り　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-28〕　不正競争防止法第２条第１項第３号で保護される「商品の形態」に関して。
４ 商品に付けられた香りも、「商品の形態」に含まれる。
（×）　「知覚」とは視覚及び触覚をいう。第１号や２号は、香りもＯＫなことに注意。
⇒《　「商品の形態」の知覚とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-16〕　不正競争防止法第２条第１項第３号の不正競争に関して。
２　他人の香水の香りをそっくり真似した香水を販売する行為は、不正競争防止法第２条第１項第３号の不正競争とならない。

（〇）　第２条１項３号、第２条４項。嗅覚は、商品の形態を認識する知覚に入らない。
⇒《　「商品の形態」の知覚とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
◆◆◆　部品の形態　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-28〕　不正競争防止法第２条第１項第３号で保護される「商品の形態」に関して。

１ 最終製品の一部分を構成する部品の形態は、「商品の形態」には含まれない。

（×）　商品の部品の形態についても、その部品自体が「独立に取引の対象となっている場合」には、「商品の形態」として保護が及ぶ。
⇒《　商品の容器・包装、部品　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-40　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
◆◆◆　内部の形態　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不07〕　不正競争防止法に関して。
1　ハンドバッグのデザインは、商品形態として保護されるため、他社のハンドバッグの内部デザインをそっくり真似たハンドバッグを販売する行為は、その外部のデザインが異なる場合であっても、不正競争となる。
（×）　第２条１項３号、４項。内部の形状については、商品の通常の使用に際して需要者に外部から容易に認識され、需要者に注目される場合に「商品の形態」に該当する。
⇒《　商品の内部形状　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-28〕　不正競争防止法第２条第１項第３号で保護される「商品の形態」に関して。
２ 需要者が、商品を使用する際に、通常目にすることがない商品内部の形状や模様は、「商品の形態」には含まれない。
（〇）　第２条１項３号、４項。内部の形状については、商品の通常の使用に際して需要者に外部から容易に認識され、需要者に注目される場合に「商品の形態」に該当する。
⇒《　商品の内部形状　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-39　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
◆◆◆　行為の類型　◆◆◆

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不４〕　不正競争防止法に関して。
４ 他人の商品の形態を模倣して商品を製造する行為は、その製造した商品が販売されていなくても、不正競争となる。

（×）　第２条第１項第３号。製造等の模倣行為自体は不正行為としていない。
⇒《　第２条１項３号の「模倣行為」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-80　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不７〕　甲が商品化した財布Ａについて、乙がＡの商品形態をそっくりまねた財布Ｂを製造した場合。不競法第２条第１項第３号の不正競争（商品形態の模倣に係る不正競争）に関して。

１ 乙がＢを製造する行為自体は、不正競争とならない。
（〇）　２条１項３号。製造しただけでは、不正競争行為にならない。

⇒《　第２条１項３号の「模倣行為」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-80　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-29〕　財布Ａは、甲社と乙社の共同開発商品であり、甲がその企画を提案し、乙がこれに基づいて具体的なデザインや素材等を決定することにより完成された。Ａは、約１年前に日本国内において販売が開始された。不正競争防止法第２条第１項第３号に関して。
４ Ａとそっくりの財布を製造する行為は、不正競争となる。
（×）　模倣行為だけならば、不正競争行為にならない。
⇒《　第２条１項３号の「模倣行為」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-80　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-16〕　不正競争防止法第２条第１項第３号の不正競争に関して。
１　ハンドバッグの製造業者が、他人の製造販売するハンドバッグとそっくりのハンドバッグを試作する行為は、不正競争防止法第２条第１項第３号の不正競争となる。
（×）　模倣行為だけならば、不正競争行為にならない。
⇒《　第２条１項３号の「模倣行為」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-80　》
▼　形態の　模倣は有体　見て触る　部品も内部も　しょう（使用）がない　▼
◆◆◆　不可欠な形態　◆◆◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不５〕　不正競争防止法に関して。
４ 他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡する行為は、その形態が商品の機能を確保するために不可欠なものであるとしても、不正競争となる。

（×）　第２条第１項第３号かっこ書。当該商品の機能を確保するために不可欠な形態を除く。
★☆☆★★｜★★★★★｜☆★☆　　※学習の都合上、第２条６項を先に掲載
第二条
６　　この法律において「営業秘密」とは、秘密として管理されている生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないものをいう。 

《　営業秘密の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-43　》
① 秘密として管理されていること（秘密管理性） 
② 事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であること（有用性）

③ 公然と知られていないこと（非公知性）
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
《　秘密管理性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-43　》
営業秘密を保有する事業者（保有者）が当該情報を秘密であると単に主観的に認識しているだけでは十分ではなく、保有者の秘密管理意思（特定の情報を秘密として管理しようする意思）が、保有者が実施する具体的状況に応じた経済合理的な秘密管理措置によって従業員等に対して明確に示され、当該秘密管理意思に対する従業員等の認識可能性が確保される必要がある。
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》
　「有用な」とは、財やサービスの生産、販売、研究開発に役立つなど事業活動にとって有用であることを意味する。
　また、過去に失敗した実験データ等についても、当該情報を利用して不必要な研究開発費用の投資を回避・節約できる等の意味で有用性が認められる場合には、ここでいう「有用性」を持つ情報に該当するものと考えられる。
一方、企業の脱税、有害物質の垂れ流し、禁制品の製造、内外の公務員に対する賄賂の提供等といった、反社会的な行為は、法文上明示されてはいないが、法が保護すべき「正当な事業活動」とは考えられず、そうした反社会的な行為に係る情報は事業活動に有用な情報であるとはいえないので、営業秘密には該当しないものと考えられる。
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
《　非公知性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-46　》
「非公知性」が認められるためには、一般的には知られておらず、又は容易に知ることができないことが必要である。

「公然と知られていない」状態とは、具体的には、当該情報が合理的な努力の範囲内で入手可能な刊行物に記載されていない等、保有者の管理下以外では一般的に入手することができない状態である。
《　東京地裁　判例　平成１４年２月５日　「ダイコク原価セール事件」　》
（ダイコクドラッグが、薬の原価表を公表して原価販売セールをした事件）
被告ダイコクは原告と共に原告商品の売買の当事者となっている者であり、原告商品の仕入価格（卸売価格）は、被告ダイコクが売買契約の当事者たる買主としての地位に基づき、売主との間の売買契約締結行為ないし売買価格の合意を通じて原始的に取得し、同被告自身の固有の情報として保有していたものであって、原告が保有し管理していた情報を取得し、あるいは原告から開示を受けたものではない。
したがって、被告ダイコクとの関係においては、原告商品の仕入価格は、その保有者から示されたものではなく、また、不正な手段により取得され、あるいは取得に際して不正取得行為若しくは不正開示行為が介在等したものに該当する余地もないから、・・・当該開示行為は、不正競争防止法上の不正競争行為に該当しないと解するのが相当である。
◆◆◆　営業秘密の三要件　◆◆◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不９〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
４ 甲社は、公開情報を用いて上場会社の役員らに対して通信販売用の商品カタログを送付し、商品を注文してきた者について注文内容を記録した顧客カードを作成し、秘密として管理していた。当該顧客カードは、甲社の営業秘密として保護される。
（〇）　営業秘密の三要件を満たしている。元が公開情報であっても、顧客になった人は不明であるし、有用性もある。
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-９〕　不正競争防止法における営業秘密の保護に関して。
４ 化粧品会社甲は、キク科の植物から抗酸化作用のある成分を抽出することに成功し、その情報を秘密として管理し、化粧品の製造に使用していた。化粧品会社乙も、同様の手法で同じ成分を抽出することに成功して、秘密として管理しつつ使用している。この場合、丙が甲社からその情報を窃取する行為は、不正競争とならない。
（×）　三要件を満たしている。本問の場合も、十分に非公知である。
⇒《　非公知性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-46　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-43〕　甲社が販売している飲料水の製造方法Ａは、公然と知られておらず、甲社により秘密に管理されている。甲社の製造部門の従業員である乙は、業務の過程で甲社からその製造方法を開示されていた。
２ 丙は、乙を騙して、製造方法Ａが記された書類を入手した。Ａが甲社によって開発されたものでなかった場合には、丙の行為は不正競争とはならない。
（×）　第２条６項。営業秘密の三要件の中に、自社開発技術かどうかは問われていない。

◆◆◆　秘密管理性　◆◆◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不９〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
１ 甲社は、自社の販売する商品の仕入先の情報をとりまとめた資料を、社外に知られてはならない秘密であると認識していた。この場合、甲社が秘密として管理するためにとっていた措置のいかんを問わず、当該資料は、甲社の営業秘密として保護される。
（×）　経済合理的な秘密管理措置によって従業員等に対して明確に示され、当該秘密管理意思に対する従業員等の認識可能性が確保される必要がある。きちんと管理しないとダメ！
⇒《　秘密管理性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-43　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-41〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
３ 営業上の情報について秘密管理がなされていなかった場合、不正の利益を得る目的で当該情報を使用する行為でも、営業秘密に係る不正競争とはならない。
（〇）　第２条１項７号、第２条６項。秘密管理されていない情報は、営業秘密ではない。
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-38〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
３ 甲社が独自に収集した非公知の顧客情報のリストは、甲社が秘密として管理する意図を有してさえいれば、営業秘密として保護される。
（×）　甲社が秘密として管理する意図を有しているだけではダメで、保有者の秘密管理意思が、保有者が実施する具体的状況に応じた経済合理的な秘密管理措置によって従業員等に対して明確に示され、当該秘密管理意思に対する従業員等の認識可能性が確保される必要がある。営業秘密は、きちんと管理しよう！
⇒《　秘密管理性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-43　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
◆◆◆　有用性　◆◆◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-著不９〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。

２ 甲社が外国公務員に対して不正の利益を供与したという情報は、当該情報が秘密として厳重に管理されている場合には、甲社の営業秘密として保護される。

（×）　反社会的な情報は、有用性に該当しない。
⇒《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-39〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
４ 社内で秘密として管理されている、法令に反する廃水の自社工場からの流出に関する情報を、新聞記者に漏らすことは、不正競争とはならない。
（〇）　第２条６項。反社会的な情報は、有用性に該当しない。
⇒《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-43〕　甲社が販売している飲料水の製造方法Ａは、公然と知られておらず、甲社により秘密に管理されている。甲社の製造部門の従業員である乙は、業務の過程で甲社からその製造方法を開示されていた。
５ 甲社は、製造方法Ａにより製造された飲料水が健康に害を与えることを認識したものの、その事実を秘匿していた。乙が飲料水メーカー丙社に対して、金銭を受領した上で、この健康被害の情報を開示した場合には、乙の行為は不正競争となる。
（×）　第２条６項。反社会的な情報は、有用性に該当しない。
⇒《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-１〕　不正競争防止法による営業秘密の保護に関して。
２ 甲の役員である乙に、甲の事業活動に関連しない個人的なスキャンダルが発生した。当該スキャンダルに関する情報は、甲が極秘扱いとしている以上、営業秘密として保護される。
（×）　第２条６項。有用性に該当しない。
⇒《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-38〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
４ 甲社が、ある製品開発のために行った実験において、その製品には使用できないことが明らかになった成分や素材等に関するデータは、その製品の開発が断念された場合、甲社により秘密として管理されていたとしても、営業秘密として保護されることはない。
（×）　過去に失敗した実験データ等についても、当該情報を利用して不必要な研究開発費用の投資を回避・節約できる等の意味で有用性が認められる場合には、ここでいう「有用性」を持つ情報に該当するものと考えられる。
⇒《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》　
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-32〕　医師甲は、Ａ病院に勤務する放射線科医である。
２ 医師甲は、Ａ病院内で薬剤取り違え事故が発生したことを、Ａ病院が厳に秘密に管理していたにもかかわらず、Ａ病院の管理者である院長の許可なしに、病院内の事故防止に関する雑誌論文の中で紹介した。甲の行為は、不正競争となる。
（×）　反社会的な行為は、営業秘密には該当しないものと考えられる。
⇒《　有用性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-45　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-32〕　医師甲は、Ａ病院に勤務する放射線科医である。
５ 医師甲は、Ａ病院に出入りの医療機器販売会社の営業員から、「ここだけの話で、会社からは言ってはいけないと命じられているのだが、来年には今販売しているものよりずっと性能の良いＸ線撮影装置が出ますよ。」と聞いた。甲は、さっそく、Ｘ線撮影装置を購入しようとしているＡ病院の院長に、「購入は来年まで待った方がよい。」と勧めた。甲の行為は、不正競争となる。
（×）　製品計画は、「事業活動にとって有用である」情報とは言えないので、営業秘密ではない。仮に営業秘密であるとしても、甲の行為は不正競争行為とは言えない。
◆◆◆　非公知性　◆◆◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不２〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
１ 特許出願された技術情報は、出願公開前に取り下げられた場合でも、営業秘密として保護されることはない。

（×）　第２条第６項。出願前に取り下げているので非公知である。他の要件を満たせば、営業秘密として保護される。
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不９〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
５ 甲社により製造された市販品について、ごく簡単な解析を行うことにより、事業活動に有用な技術上の情報を容易に知ることができるという場合でも、当該情報は、甲社が秘密として管理していれば甲社の営業秘密として保護される。
（×）　非公知性を満たしているとは言えない。
⇒《　非公知性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-46　》
　▼　秘密なら　きちんと管理　知られずに　社会のために　役に立つこと　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-38〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
１ 甲社が秘密として管理している技術情報と同一の技術情報を、乙社も独自に開発し、秘密として管理している場合には、乙社が当該技術情報を知っているため、当該技術情報は営業秘密として保護されることはない。
（×）　第２条６項。甲社も乙社も秘密にしており、公知の情報とは言えない。よって、他の要件を満たせば、営業秘密として保護される場合がある。
⇒《　非公知性の定義　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-46　》
◆◆◆　その他　◆◆◆
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不９〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
３ 甲社が、乙社との事業提携の交渉に際して、乙社から開示を受けるすべての情報を対象とした秘密保持契約を乙社との間で締結した場合は、当該契約に基づき開示されたすべての情報は、乙社の営業秘密として保護される。
（×）　秘密保持契約における情報と、不競法上の営業秘密は、定義が一致しない場合がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-９〕　不正競争防止法における営業秘密の保護に関して。
５ 製薬会社甲は、ドラッグストア乙に、医薬品を卸売りしていた。乙社は、「原価セール」と銘打った甲社の主力製品の安売りセールを企画し、セール対象とする甲社の医薬品の卸売価格を記載した販売チラシを作成し、顧客に頒布した。この場合、乙社が甲社の卸売価格を顧客に開示する行為は、不正競争となる。
（×）　判決文を参照。かなりマイナーな論点であり、二度と出題されないのでは？

⇒《　東京地裁　判例　平成１４年２月５日　「ダイコク原価セール事件」　》
★　第２条１項４号から９号のまとめ　★
A.　営業秘密を取得する行為自体が、不正競争行為になる場合
四号　　自らが不正手段で、営業秘密を取得する行為

五号　　他人が不正取得した営業秘密を、不正と知って取得する行為

八号　　他人が不正開示した営業秘密を、不正と知って取得する行為
※基本的に、悪意が必要である。重過失でも、「不正と知って」と見なされる。
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
B. 営業秘密を使用し、開示する行為が、不正競争行為になる場合

四号　　自らが不正取得した営業秘密を、使用・開示
五号　　他人が不正取得した営業秘密を、不正と知って取得した営業秘密を、使用・開示
六号　　他人が不正取得した営業秘密を、入手した後に不正と知って、使用・開示
七号　　正当に開示された営業秘密を、図利・加害の不正目的で、使用・開示
八号　　他人が不正開示した営業秘密を、不正と知って取得した営業秘密を、使用・開示
九号　　他人が不正開示した営業秘密を、入手した後に不正と知って、使用・開示
※基本的に、悪意が必要である。重過失でも、「不正と知って」と見なされる。
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
C. 六号と九号は、第１９条１項６号の適用除外規定に注意！
　営業秘密不正取得行為（または営業秘密不正開示行為）による営業秘密であることを知らないで（無重過失を含む）、入手した営業秘密は、その取引によって取得した権原の範囲内においてその営業秘密を使用し、又は開示することができる。取得時には悪意が無いため、保護措置がある。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼　
四号　・・・　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って
五号　・・・　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って
六号　・・・　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って
七号　・・・　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って
八号　・・・　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って
九号　・・・　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って
※基本的に、取得、使用、開示、の３行為が不正競争行為である。
　ただし、六、七、九号は、取得時の取得行為自体は違法性がなく、不正競争行為ではない。
《　不正取得行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-84　》
「窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段」の「窃取」「詐欺」「強迫」は、不正の手段の例示として挙げたものであり、「その他の不正の手段」とは、窃盗罪や詐欺罪等の刑罰法規に該当するような行為だけでなく、社会通念上、これと同等の違法性を有すると判断される公序良俗に反する手段を用いる場合もこれに含まれると解される。
《　不正開示行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-90　》
不正開示行為は、以下のとおりである。

① 第2条第1項第7号に規定する不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で保有者から示された営業秘密を開示する行為

② 秘密を守る法律上の義務に違反して営業秘密を開示する行為

例えば、人材派遣事業等を主たる営業目的とする株式会社の従業者から、当該会社が保有する派遣スタッフの管理名簿等の不正開示を受け、そのことを知りながら当該名簿等を使用して勧誘等する行為等がこれに当たる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不２〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
４ 会社から営業秘密へのアクセス権限を与えられた従業者が、自宅で残業をする意図で、当該会社の許可を得ずに、当該営業秘密が記載された書面を持ち帰る行為は、不正競争とならない。

（○）　第２条１項４号～９号の、いずれにも該当しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-39〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
３ 製造工程に関する営業秘密を管理する立場にある競合他社の社員に転職を勧めることは、不正競争とはならない。
（〇）　第２条１項４号～９号の、いずれにも該当しない。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　★
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-39〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
５ 自己の所有する記録媒体に営業秘密のデータを上司の承認を得て保存していた従業員が、当該データの消去を失念したまま退職することは、不正競争となる。
（×）　第２条１項４号～９号の、いずれにも該当しない。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　★
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-29〕　以下の文章は正しいか？　
１　　不正競争防止法の営業秘密として、保護される営業秘密となるためには、秘密管理性、有用性、非公知性が必要であり、[　①正当でない事業活動によって得られた　]情報は保護を受けられない。
営業秘密を保有する事業者からその営業秘密を示された者が、[　②図利加害　]目的で、営業秘密を[　③使用又は開示　]する行為は不正競争となる。
営業秘密の不正な開示について[　④過失によって知らない　]で、営業秘密を[　⑤取得して使用　]する行為も、不正競争となる。
①①　　〇：第２条６項。反社会的な情報は、有用性があるとは言えない。
②③　　〇：第２条１項７号。図利目的または加害目的があるので、正しい。
④⑤　　×：第２条１項８号。過失でも、重過失ならば不正競争となるので、誤り。
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-29〕　以下の文章は正しいか？
２　　不正競争防止法の営業秘密として、保護される営業秘密となるためには、秘密管理性、有用性、非公知性が必要であり、[　①違法行為に関する　]情報は保護を受けられない。
営業秘密を保有する事業者からその営業秘密を示された者が、[　②不正競争の　]目的で、営業秘密を[　③開示　]する行為は不正競争となる。
営業秘密の不正な開示について[　④悪意　]で、営業秘密を[　⑤取得して使用　]する行為も、不正競争となる。
①①　　〇：第２条６項。反社会的な情報は、有用性があるとは言えない。
②③　　〇：第２条１項７号。不正競争には、図利加害目的も含まれるだろう。
④⑤　　〇：第２条１項８号。悪意（知っていること）があるので、正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-29〕　以下の文章は正しいか？
３　　不正競争防止法の営業秘密として、保護される営業秘密となるためには、秘密管理性、有用性、非公知性が必要であり、[　①粉飾決算に関する　]情報は保護を受けられない。
営業秘密を保有する事業者からその営業秘密を示された者が、[　②当該事業者に損害を加える　]目的で、営業秘密を[　③開示　]する行為は不正競争となる。
営業秘密の不正な開示について[　④重過失によって知らない　]で、営業秘密を[　⑤取得して使用　]する行為も、不正競争となる。
①①　　〇：第２条６項。反社会的な情報は、有用性があるとは言えない。
②③　　〇：第２条１項７号。図利目的または加害目的があるので、正しい。
④⑤　　〇：第２条１項８号。正しい。重過失は、悪意と同等である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-29〕　以下の文章は正しいか？
４　　不正競争防止法の営業秘密として、保護される営業秘密となるためには、秘密管理性、有用性、非公知性が必要であり、[　①製品の欠陥に関する　]情報は保護を受けられない。
営業秘密を保有する事業者からその営業秘密を示された者が、[　②不正の利益を得る　]目的で、営業秘密を[　③使用　]する行為は不正競争となる。
営業秘密の不正な開示について[　④悪意　]で、営業秘密を[　⑤取得　]する行為も、不正競争となる。
①①　　〇：第２条６項。反社会的な情報は、有用性があるとは言えない。
②③　　〇：第２条１項７号。図利目的または加害目的があるので、正しい。
④⑤　　〇：第２条１項８号。悪意（知っていること）があるので、正しい。
　▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-29〕　以下の文章は正しいか？
５　　不正競争防止法の営業秘密として、保護される営業秘密となるためには、秘密管理性、有用性、非公知性が必要であり、[　①違法行為に関する　]情報は保護を受けられない。
営業秘密を保有する事業者からその営業秘密を示された者が、[　②不正の利益を得る　]目的で、営業秘密を[　③使用又は開示　]する行為は不正競争となる。
営業秘密の不正な開示について[　④悪意　]で、営業秘密を[　⑤取得して使用　]する行為も、不正競争となる。
①①　　〇：第２条６項。反社会的な情報は、有用性があるとは言えない。
②③　　〇：第２条１項７号。図利目的または加害目的があるので、正しい。
④⑤　　〇：第２条１項８号。悪意（知っていること）があるので、正しい。
☆★☆☆★｜☆☆★★☆｜★★☆
【平成３０年法改正（法律第３３号）】

第二条　第一項

四　　窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により営業秘密を取得する行為（※１）又は営業秘密不正取得行為により取得した営業秘密を使用し、若しくは開示する行為（※２）
※１：以下「営業秘密不正取得行為」という。
※２：秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む。次号から第九号まで、第十九条第一項第六号、第二十一条及び附則第四条第一号において同じ。
　▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
《　第２条１項４号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-85　》
[image: image1.emf]
《　第２条１項４号の「不正競争」行為まとめ　》
(1)　窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により営業秘密を取得する行為（不正取得行為）
(2)　(1)で得た営業秘密を、使用する行為
(3)　(1)で得た営業秘密を、開示する行為
※開示は、秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む
《　営業秘密の使用とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-85　》
営業秘密の｢使用」とは、営業秘密の本来の使用目的に沿って行われ、当該営業秘密に基づいて行われる行為として具体的に特定できる行為を意味する。具体的には、自社製品の製造や研究開発等の実施のために、他社製品の製造方法に関する技術情報である営業秘密を直接使用する行為や、事業活動等の実施のために、他社が行った市場調査データである営業秘密を参考とする行為等が考えられる。
《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-73：　リバース・エンジニアリング 》
　営業秘密に係る設計図に基づいて製造された市販の製品を購入し、リバース・エンジニアリングによって部品の規格、組立方法など営業秘密に当たる情報を探知する行為は、窃取、詐欺、脅迫その他の不正な手段による取得行為ではないから、このような行為によって営業秘密を取得したとしても、４号の不正競争行為には当たらないと解される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不２〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
２ 他社の営業秘密を入手する目的で、その営業秘密を熟知した従業者を脅し、当該営業秘密の開示を受けた場合でも、当該営業秘密を使用しない限り、不正競争とならない。

（×）　第２条第１項第４号。不正の手段により営業秘密を取得する行為自体が、不正競争行為である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不２〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
３ 外国の政府機関を利する目的で営業秘密を窃取する行為は、不正競争とならない。

（×）　第２条第１項第４号。目的は問われない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不６〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。食品会社である甲社は、独自に開発したスパイスの製造方法Ａを秘密管理しており、製造方法Ａは公然と知られていない。

１ 乙が、甲社の従業員を強迫して、製造方法Ａを聞き出した。乙がその情報を丙に開示する行為は、丙に秘密保持義務を課している限り、不正競争とならない。
（×）　第２条６項、第２条１項４号。３要件を満たすので営業秘密である。不正取得行為により得た営業秘密を開示する行為は、「秘密を保持しつつ特定の者に示す（２条１項４号かっこ書）」場合でも、「不正競争」行為である。そりゃそうだろ！
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不６〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。食品会社である甲社は、独自に開発したスパイスの製造方法Ａを秘密管理しており、製造方法Ａは公然と知られていない。

２ 乙が、甲社の従業員を強迫して製造方法Ａを聞き出し、その方法を使ってスパイスを製造する行為は、そのスパイスを販売しない限り、不正競争とならない。
（×）　第２条６項、第２条１項４号。３要件を満たすので営業秘密である。不正取得行為により得た営業秘密を使用する行為は、「不正競争」行為である。販売の有無は関係ない。
　※三号は、試作だけならOK。情報自体は、正当に入手したものだから。

▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不６〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。食品会社である甲社は、独自に開発したスパイスの製造方法Ａを秘密管理しており、製造方法Ａは公然と知られていない。

３ 乙は、甲社の工場に無断で侵入し、商品庫に保管されていたスパイスを窃取した。そのスパイスが、製造方法Ａを使用して製造された物である場合、甲社は、乙が当該スパイスを第三者に譲渡する行為を差し止めることができる。
（×）　第２条１項４号。そのスパイスを入手しても、営業秘密である製造方法Ａが分かるわけではない。不正競争行為には該当せず、不正競争防止法に基づく差止請求はできない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-39〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
１ 成分が営業秘密とされている製品を市場で購入し、その製品を分析して、同一の製品を製造販売することは、不正競争とはならない。
（〇）　リバース・エンジニアリングは、不正競争行為ではない。

⇒《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-73：　リバース・エンジニアリング 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-41〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
５ 暴行や脅迫のような犯罪行為により営業秘密を取得する行為は、営業秘密に係る不正競争とならない。
（×）　　第２条１項４号。不正競争行為に該当する。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-１〕　不正競争防止法による営業秘密の保護に関して。
４ 乙は、甲から製品を購入する際の約定に反して当該製品を分解研究し、製造方法等を解析することにより、当該製品に化体された情報を取得した。乙は、当該情報を使用して競合品の製造、販売を行っている。乙の行為は、不正競争防止法に基づく差止請求権の対象とならない。
（〇）　リバース・エンジニアリングは、不正競争行為ではない。債務不履行などの問題である。

⇒《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-73：　リバース・エンジニアリング 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-１〕　不正競争防止法による営業秘密の保護に関して。
５ 製薬会社の従業員である甲は、他の製薬会社で主力商品として期待されていた新薬の開発が失敗したことに関し、非公知の情報を不正取得した。甲は、当該情報を利用して当該製薬会社の上場株式をひそかに売却した。甲の売却は、営業秘密に関する不正競争に該当する。
（×）　甲の取得は、不正競争行為に該当する。しかし、甲の売却は、営業秘密の「使用」に該当しない。営業秘密の｢使用」とは、営業秘密の本来の使用目的に沿って行われるものである。
⇒《　営業秘密の使用とは　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-85　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-16〕　甲社と乙社は、コンピュータ・プログラムの開発と、そのパッケージ商品の製造販売を行っている会社であり、互いに市場でしのぎを削っている。
３ 乙社が、甲社が開発して製造販売したパッケージ商品を購入し、そのプログラムの構造を解析することは、不正競争とならない。
（〇）　リバース・エンジニアリングは、不正競争行為ではない。
⇒《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-73：　リバース・エンジニアリング 》
★☆☆★☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆
【平成３０年法改正（法律第３３号）】

第二条　第一項
五　　その営業秘密について営業秘密不正取得行為が介在したことを知って、若しくは重大な過失により知らないで営業秘密を取得し、又はその取得した営業秘密を使用し、若しくは開示する行為
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
《　第２条１項5号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-87　》
[image: image2.emf]
《　第２条１項５号の「不正競争」行為まとめ　》
(1)　不正取得行為が介在したことを知って、営業秘密を取得する行為
(2)　(1)で得た営業秘密を、使用する行為
(3)　(1)で得た営業秘密を、開示する行為
※重過失で知らない場合を含む　※開示は、秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む　
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-43〕　甲社が販売している飲料水の製造方法Ａは、公然と知られておらず、甲社により秘密に管理されている。甲社の製造部門の従業員である乙は、業務の過程で甲社からその製造方法を開示されていた。
１ 丙は、乙を騙して、製造方法Ａが記された書類を入手した。丁が、そのことを知って、丙からＡを聞き出した場合、丁がＡを使用したり開示したりしなくとも、丁の行為は不正競争となる。
（〇）　第２条１項５号。取得、使用、開示、それぞれの行為だけでも、不正競争行為である。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-38〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
５ 営業秘密である情報を甲が不正取得し、乙に開示した場合において、乙が甲の不正取得行為について知らず、知らないことについて乙の過失も認められないならば、丙が乙から当該情報を取得する行為が、営業秘密に関する不正競争となることはない。
（×） 　第２条１項５号。もしも、丙が、乙の有する情報が不正取得行為が介在したデータであると知っている場合は、営業秘密に関する不正競争となる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-32〕　医師甲は、Ａ病院に勤務する放射線科医である。
３ 医師甲は、その配偶者である医師丙の要請に応じ、Ａ病院の患者の名簿を複写して病院外に持ち出し、これを、丙が、その経営するＣ診療所を宣伝するダイレクトメールの発送に利用した。丙の行為は、不正競争となる。
（〇）　第２条１項５号。丙は、不正取得された（甲の窃取した名簿）と知っている営業秘密を、使用している。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜★☆★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】

第二条　第一項
六　　その取得した後にその営業秘密について営業秘密不正取得行為が介在したことを知って、又は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密を使用し、又は開示する行為
　▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
《　第２条１項６号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-87　》
[image: image3.emf]
《　第２条１項６号の「不正競争」行為まとめ　》
(1)　善意・無重過失で入手した情報が、不正取得行為が介在した営業秘密であることを知って、使用する行為
(2) 善意・無重過失で入手した情報が、不正取得行為が介在した営業秘密であることを知って、開示する行為
※重過失で知らない場合を含む　※開示は、秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不09〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
1　甲が丙から乙の営業秘密を取得した後に、その営業秘密に関する産業スパイ事件が大々的に報道された結果、甲が丙による営業秘密不正取得行為が介在していた事実を知ったとしても、甲が丙から営業秘密を取得する時点でその事実を知らなかったのであれば、その後、甲が当該営業秘密を使用したとしても、不正競争とならない。
（×）　第２条１項６号、第１９条１項６号。「その取得した後にその営業秘密について営業秘密不正取得行為が介在したことを知って、その取得した営業秘密を使用する行為」は、不正競争である。
　また、第１９条１項６号で適用除外されるためには、「その取得した時にその営業秘密について営業秘密不正取得行為であること知らないことにつき、重大な過失がない」ことが必要であるが、問題文からは不明である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不８〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

４ 甲社の営業秘密を乙が窃取し、九州地方のみで使用することを条件に、これを丙に開示した。開示のとき、丙が、その情報が窃取された営業秘密であることを知らず、かつ知らなかったことにつき重大な過失がなかった場合、後にそのことを知ったとしても、九州地方で使用している限り、丙の使用行為は、不正競争とならない。
（〇）　丙の行為は、第２条１項６号の不正競争行為に該当する。しかし、善意・無重過失で入手した営業秘密情報について、「その取引によって取得した権原の範囲内においてその営業秘密を使用し、又は開示する行為」に関しては、適用除外されている（第１９条１項６号）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-１〕　不正競争防止法による営業秘密の保護に関して。
３ 甲の営業秘密を不正取得した乙は、友人丙に当該営業秘密を無償で開示した。丙は、開示を受けた時、不正取得行為が介在した事実を知らず、また知らないことについて過失がなかった。丙が、当該不正取得の事実を知った後に、当該営業秘密を用いて事業活動を行ったとしても、丙の行為は不正競争に該当しない。
（×）　第２条１項６号。知った後は、６号の不正競争行為に該当するので×。ただし、第１９条１項６号の適用除外規定に該当する場合は、不正競争行為に該当しない。
★★☆☆☆｜★★★★☆｜★★★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】

第二条　第一項
七　　営業秘密を保有する事業者（※１）からその営業秘密を示された場合において、不正の利益を得る目的で、又はその営業秘密保有者に損害を加える目的で、その営業秘密を使用し、又は開示する行為
※１：以下「営業秘密保有者」という。
　▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
《　第２条１項７号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-89　》
[image: image4.emf]
《　第２条１項7号の「不正競争」行為まとめ　》
(1) 正当に入手した営業秘密を、図利（又は加害）目的で使用する行為

(2) 正当に入手した営業秘密を、図利（又は加害）目的で開示する行為
《　第２条１項７号と契約など　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-88　》
本号は、営業秘密の保有者が従業者、下請企業、ライセンシー等に対して営業秘密を示した場合に、その従業者等が不正の利益を得る目的又は保有者に損害を加える目的で、その営業秘密を使用又は開示する行為を「不正競争」と位置づけたものである。契約により使用又は開示の制限が課されていなくとも、このような目的で使用又は開示が行われる場合には、信義則違反・違背が認められるので、差止請求等の対象としたものである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不09〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
2　営業秘密の保有者である甲社が、その下請企業である乙社に営業秘密を示した場合、乙社の従業員丙が、甲社と競争関係にある事業を行う目的のある丁社に営業秘密を開示したとしても、不正競争とならない。
（×）　第２条１項７号。図利加害目的がれば（あるに決まってる）、７号に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不２〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
５ 会社から営業秘密を記載した技術文書の開示を受けた従業者が、当該文書の管理上の不注意により、第三者に当該文書の内容を知られてしまった場合、当該従業者の行為は不正競争となる。
（×）　第２条１項７号。図利（又は加害）目的での開示ではないため、不正競争行為ではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不６〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。食品会社である甲社は、独自に開発したスパイスの製造方法Ａを秘密管理しており、製造方法Ａは公然と知られていない。

４ 甲社の従業員乙は、秘密保持契約に基づき、甲社から製造方法Ａの開示を受けた。乙は、その情報を丙に開示した。乙に、不正の利益を得る目的や、甲社に損害を加える目的がない場合であっても、乙の開示行為は不正競争となる。
（×）　第２条１項７号。７号の行為が不正競争行為になるためには、図利目的または加害目的が必要である。
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-39〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
２ 製造委託取引において、秘密保持を約して、製品の製造方法に関する営業秘密の提供を受けた会社が、その営業秘密を流用して委託者の競合他社のために当該製品を製造販売することは、不正競争となる。
（〇）　第２条１項７号。不正使用になる。図利目的も認められる。
　▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-41〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
１ 飲酒により口が軽くなる従業員が、宴席で勤務先の営業秘密を第三者に話してしまう行為は、営業秘密に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項７号など。営業秘密の開示行為は、図利・加害目的がないと不正競争行為にはならない。　
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-41〕　不正競争防止法上の営業秘密の保護に関して。
２ 勤務先の営業秘密を、退職後に第三者に開示する行為は、その勤務先との間の退職時の契約書において守秘義務を定める規定が設けられていない限り、営業秘密に係る不正競争とならない。
（×）　第２条１項７号など。図利・加害目的があれば、不正競争行為に該当する。退職契約書の有無等は関係ない。
⇒《　第２条１項７号と契約など　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-88　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-９〕　不正競争防止法における営業秘密の保護に関して。
２ 自動車会社甲は、新型モデルの情報を秘密として管理していた。甲社は、乙社と秘密保持契約を結んで、乙社にその車体の金型の製作を依頼した。乙社は、甲社のライバル会社丙から依頼を受けて、当該モデルの情報を丙社に開示した。甲社自身が当該モデルの情報を公表した後は、乙社は営業秘密の保護に係る不正競争防止法上の責任を負うことはない。
（×）　丙社に開示した時点では営業秘密であるから、不正競争防止法上の責任を負うこともある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-43〕　甲社が販売している飲料水の製造方法Ａは、公然と知られておらず、甲社により秘密に管理されている。甲社の製造部門の従業員である乙は、業務の過程で甲社からその製造方法を開示されていた。
４ 乙が、製造方法Ａが記された書類を、過失により、一定時間、会社の机の上に放置していたため、甲社に打ち合わせに来ていた丙社の従業員がその書類を見てしまった。この場合、乙の行為は不正競争となる。
（×）　第２条１項７号。図利・加害目的がないので、乙の行為は不正競争とならない。
　▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-16〕　甲社と乙社は、コンピュータ・プログラムの開発と、そのパッケージ商品の製造販売を行っている会社であり、互いに市場でしのぎを削っている。
１ 甲社でプログラムの開発を行っている従業員が、乙社に転職することは、不正競争とならない。
（〇）　第２条１項７号。転職自体は憲法で保障される権利（職業選択の自由）で、不正競争にはならない。ただし、自己の保有する元会社の営業秘密を、図利加害目的で転職先に公開すると、第２条１項７号に該当する場合があるので、注意が必要である。企業側も、転職者に対して秘密保持義務や競業避止義務を課す場合がある（法的有効性には議論がある）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-16〕　甲社と乙社は、コンピュータ・プログラムの開発と、そのパッケージ商品の製造販売を行っている会社であり、互いに市場でしのぎを削っている。
２ 乙社が、甲社でプログラムの開発を行っている従業員を引き抜くことは、不正競争となる。
（×）　第２条１項７号。ヘッドハンティング自体は、不正競争ではない。その後、転職者から元会社の営業秘密を聞き出せば、不正競争となる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-32〕　医師甲は、Ａ病院に勤務する放射線科医である。
１ 医師甲は、Ａ病院に研修を受けにきているＢ病院の医師乙に対して、Ａ病院が常勤の放射線科医にのみ許可している高度なＸ線撮影方法を説明した。甲の行為は、不正競争となる。
（×）　第２条１項７号など。医師甲が、図利加害目的を有しているとは思われないので、７号には該当しない。
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-32〕　医師甲は、Ａ病院に勤務する放射線科医である。
４ 医師甲は、ある治療方法を開発した。甲は、このような治療方法は速やかに公開してあらゆる医師が利用できるようにすべきだと考えて、Ａ病院の管理者である院長の許可なしに学会で発表した。甲の行為は、不正競争となる。
（×）　第２条１項７号。そもそも営業秘密なのか疑問があるが、どっちにしても医師甲に図利加害目的がないので、７号に該当しない。
▼　秘密なら　重過失でも　不正と知って　正当開示は　図利加害のみ　▼
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】

第二条　第一項
八　　その営業秘密について営業秘密不正開示行為（※１）であること若しくはその営業秘密について営業秘密不正開示行為が介在したことを知って、若しくは重大な過失により知らないで営業秘密を取得し、又はその取得した営業秘密を使用し、若しくは開示する行為
※１：前号に規定する場合において同号に規定する目的でその営業秘密を開示する行為又は秘密を守る法律上の義務に違反してその営業秘密を開示する行為をいう。以下同じ。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
《　第２条１項８号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-90　》
[image: image5.emf]
《　第２条１項８号の「不正競争」行為まとめ　》
(1)　不正開示行為であること、または不正開示行為が介在したことを知って、営業秘密を取得する行為
(2)　(1)で得た営業秘密を、使用する行為
(3)　(1)で得た営業秘密を、開示する行為
※重過失で知らない場合を含む　※開示は、秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不09〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
3　人材派遣事業等を主たる営業目的とする甲社の従業員乙は、守秘義務を負うにもかかわらず、甲社が保有する営業秘密である派遣スタッフの管理名簿を他社の従業員丙に開示した。丙が、乙の開示行為が当該守秘義務の違反に該当することを知りながら、対価を支払って当該管理名簿を買い取る場合、不正競争となる。
（〇）　第２条１項８号。「不正開示行為であることを知って、営業秘密を取得する行為」である。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不６〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。食品会社である甲社は、独自に開発したスパイスの製造方法Ａを秘密管理しており、製造方法Ａは公然と知られていない。
５ 甲社の従業員乙は、秘密保持契約に基づき、甲社から製造方法Ａの開示を受けた。乙は、その情報を丙に開示した。丙が、乙が秘密保持義務に違反して開示していることを知っていた場合には、丙の取得行為は不正競争となる。
（〇）　第２条１項８号。乙の丙への開示は、「不正開示行為」に該当する。丙が「不正開示行為」であることを知って、その営業秘密を入手する行為は、不正競争行為である。
※図利加害目的がなくても、秘密保持違反の場合でも「不正開示行為」になることに注意。
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】

第二条　第一項
九　　その取得した後にその営業秘密について営業秘密不正開示行為があったこと若しくはその営業秘密について営業秘密不正開示行為が介在したことを知って、又は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密を使用し、又は開示する行為
▼　秘密なら　取得しよう（使用）ぜ　開示前　自分と他人　前後に知って　▼
《　第２条１項９号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-91　》
[image: image6.emf]
《　第２条１項９号の「不正競争」行為まとめ　》
(1)　善意・無重過失で入手した情報が、不正開示行為が介在した営業秘密であることを知って、使用する行為
(2) 善意・無重過失で入手した情報が、不正開示行為が介在した営業秘密であることを知って、開示する行為
※重過失で知らない場合を含む　※開示は、秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不09〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
5　甲社の従業員乙は、守秘義務を負うにもかかわらず、甲社が保有する営業秘密である顧客名簿を他社の従業員丙に開示した。丙が、乙の開示行為が当該守秘義務の違反に該当したことについて、重過失なく知らないまま当該顧客名簿を使用する行為は、不正競争となる。
（×）　第２条１項９号。「重過失なく知らないまま」であれば、９号に該当しない。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★
第二条　第一項
十　　第四号から前号までに掲げる行為（※１）により生じた物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供する行為（※２） 
※１：技術上の秘密（営業秘密のうち、技術上の情報であるものをいう。以下同じ。）を使用する行為に限る。以下この号において「不正使用行為」という。
※２： 当該物を譲り受けた者（※Ａ）が当該物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供する行為を除く。
※Ａ：その譲り受けた時に当該物が不正使用行為により生じた物であることを知らず、かつ、知らないことにつき重大な過失がない者に限る。
《　第２条１項１０号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-92　》
　本号の主観要件として、営業秘密侵害品の譲り受けの時点において悪意又は重過失である(取引上の慣行に照らし、悪意と同視し得るほどの著しい注意義務の違反がある)ことが要求されている。これは、取引の安定性等の観点から、善意無重過失で営業秘密侵害品を譲り受けた者については、民事措置の対象とすることは適当でないとの配慮で付加された要件である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不09〕　不正競争防止法上の営業秘密に関して。
4　甲は、産業機械のメーカーである乙社が保有する、産業ロボットの組立技術に関する営業秘密を不正に取得し、これを使用して産業ロボットを製造した。丙は、営業秘密侵害品であることについて重過失なく知らないで甲から当該産業ロボットを購入し、丁に譲渡した。この場合、丙による丁への譲渡行為は、不正競争となる。
（×）　第２条１項１０号。カッコ書き※２のカッコ書き※A。「その譲り受けた時に当該物が不正使用行為により生じた物であることを知らず、かつ、知らないことにつき重大な過失がない者」は除かれている。
⇒《　第２条１項１０号　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-92　》
【平成３０年法改正（法律第３３号）】　※新設。おおむね、第四号〜第九号に対応している。
第二条　第一項
十一　　窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により限定提供データを取得する行為（※１）又は限定提供データ不正取得行為により取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為
※１：以下「限定提供データ不正取得行為」という。
十二　　その限定提供データについて限定提供データ不正取得行為が介在したことを知って限定提供データを取得し、又はその取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為
十三　　その取得した後にその限定提供データについて限定提供データ不正取得行為が介在したことを知ってその取得した限定提供データを開示する行為
十四　　限定提供データを保有する事業者（※１）からその限定提供データを示された場合において、不正の利益を得る目的で、又はその限定提供データ保有者に損害を加える目的で、その限定提供データを使用する行為（※２）又は開示する行為
※１：以下「限定提供データ保有者」という。
※２：その限定提供データの管理に係る任務に違反して行うものに限る。
十五　　その限定提供データについて限定提供データ不正開示行為（※１）であること若しくはその限定提供データについて限定提供データ不正開示行為が介在したことを知って限定提供データを取得し、又はその取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為
※１：前号に規定する場合において同号に規定する目的でその限定提供データを開示する行為をいう。以下同じ。
十六　　その取得した後にその限定提供データについて限定提供データ不正開示行為があったこと又はその限定提供データについて限定提供データ不正開示行為が介在したことを知ってその取得した限定提供データを開示する行為
【平成３０年法改正（法律第３３号）】　※新設
第二条
７　　この法律において「限定提供データ」とは、業として特定の者に提供する情報として電磁的方法（※１）により相当量蓄積され、及び管理されている技術上又は営業上の情報（秘密として管理されているものを除く。）をいう。
※１：電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法をいう。次項において同じ。
★三要件　①限定提供性　　②電磁的管理性　　③相当蓄積性　※営業秘密を除く
　▼　限定の　提供データは　蓄・電・源　（蓄積・電磁・限定）　▼

《　営業秘密と限定提供データの規定比較　》
	営業秘密　●
	限定提供データ　■

	４　　窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により●を取得する行為又は●不正取得行為により取得した●を使用し、若しくは開示する行為
	１１　窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により■を取得する行為又は■不正取得行為により取得した■を使用し、若しくは開示する行為

	５　　その●について●不正取得行為が介在したことを知って、
若しくは重大な過失により知らないで
●を取得し、
又はその取得した●を使用し、若しくは開示する行為
	１２　その■について■不正取得行為が介在したことを知って
■を取得し、
又はその取得した■を使用し、若しくは開示する行為

	６　　その取得した後に●について●不正取得行為が介在したことを知って、
又は重大な過失により知らないで
その取得した●を使用し、又は開示する行為
	１３　その取得した後にその■について■不正取得行為が介在したことを知って
その取得した■を開示する行為

	７　　●を保有する事業者からその●を示された場合において、不正の利益を得る目的で、又はその●保有者に損害を加える目的で、
その●を使用し、又は開示する行為
	１４　■を保有する事業者からその■を示された場合において、不正の利益を得る目的で、又はその■保有者に損害を加える目的で、
その■を使用する行為又は開示する行為

	８　　その●について●不正開示行為であること若しくはその●について●不正開示行為が介在したことを知って、
若しくは重大な過失により知らないで
●を取得し、又はその取得した●を使用し、若しくは開示する行為
	１５　その■について■不正開示行為であること若しくはその■について■不正開示行為が介在したことを知って
■を取得し、又はその取得した■を使用し、若しくは開示する行為

	９　　その取得した後にその●について●不正開示行為があったこと若しくはその●について●不正開示行為が介在したことを知って、
又は重大な過失により知らないで
その取得した●を使用し、又は開示する行為
	１６　その取得した後にその■について■不正開示行為があったこと又はその■について■不正開示行為が介在したことを知って
その取得した■を開示する行為


□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　限定提供データに関して。
1　業として特定の者に提供する情報として紙ファイルにより相当量蓄積され、及び管理されている営業上の情報は、限定提供データである。
（☓）　第２条７項。電磁的管理性が必要である。
　▼　限定の　提供データは　蓄・電・源　（蓄積・電磁・限定）　▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　限定提供データに関して。
1　電磁的方法により相当量蓄積され、及び管理されている技術上情報であって、秘密として管理されているものは、限定提供データである。
（☓）　第２条７項。秘密として管理されているものは除かれている。限定提供性が必要である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　限定提供データに関して。
1　その限定提供データについて、限定提供データ不正取得行為が介在したことを重大な過失により知らないで、限定提供データを取得する行為は、不正競争になる。
（☓）　第２条１項１２号。この場合は、不正競争にならない。（秘密として管理されておらず、一定の商取引を前提として市場に限定的に提供されているデータなので、そこまでの注意力を要求しなかったのではないか？）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　限定提供データに関して。
1　その取得した後に。その限定提供データについて限定提供データ不正開示行為があったこと知って、その取得した限定提供データを使用する行為は、不正競争になる。
（☓）　第２条１項１６号。開示する行為のみ、不正競争になる。使用はOK。
（相当の対価を支払って入手したものだから、多目に見ようということか？）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　限定提供データに関して。
1　詐欺等行為又は管理侵害行為により取得した限定提供データを、不正の利益を得る目的で開示した者は、十年以下の懲役若しくは二千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
（☓）　限定提供データ関連の不正競争行為には、罰則規定がない。
☆☆☆☆☆｜★☆★☆★｜★★★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】
第二条　第一項
十七　　営業上用いられている技術的制限手段（※１）により制限されている影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録（※２）を当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする機能を有する装置（※３）、当該機能を有するプログラム（※４）若しくは指令符号（※５）を記録した記録媒体若しくは記憶した機器を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、若しくは輸入し、若しくは当該機能を有するプログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じて提供する行為（※６）又は影像の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする役務を提供する行為
十八　　他人が特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録をさせないために営業上用いている技術的制限手段により制限されている影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録（※２）を当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする機能を有する装置（※３）、当該機能を有するプログラム（※４）若しくは指令符号を記録した記録媒体若しくは記憶した機器を当該特定の者以外の者に譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、若しくは輸入し、若しくは当該機能を有するプログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じて提供する行為（※６）又は影像の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする役務を提供する行為
※１：他人が特定の者以外の者に影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に記録されたものに限る。以下この号、次号及び第八項において同じ。）の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録をさせないために用いているものを除く。
※２：以下この号において「影像の視聴等」という。
※３：当該装置を組み込んだ機器及び当該装置の部品一式であって容易に組み立てることができるものを含む。
※４：当該プログラムが他のプログラムと組み合わされたものを含む。
※５：電子計算機に対する指令であって、当該指令のみによって一の結果を得ることができるものをいう。次号において同じ。
※６：当該装置又は当該プログラムが当該機能以外の機能を併せて有する場合にあっては、影像の視聴等を当該技術的制限手段の効果を妨げることにより可能とする用途に供するために行うものに限る。
★　技術的制限手段に対する不正行為　★
《　参考　》
第２条
８　　この法律において「技術的制限手段」とは、電磁的方法により影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録を制限する手段であって、視聴等機器（※１）が特定の反応をする信号を記録媒体に記録し、若しくは送信する方式又は視聴等機器が特定の変換を必要とするよう影像、音、プログラムその他の情報を変換して記録媒体に記録し、若しくは送信する方式によるものをいう。
※１：影像若しくは音の視聴、プログラムの実行若しくは情報の処理又は影像、音、プログラムその他の情報の記録のために用いられる機器をいう。以下この項において同じ。
《　技術的制限手段　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-48　》
① コンテンツの視聴（プログラムについては、実行）又は記録を一律に制限するために、そのコンテンツとともに記録媒体に記録又は送信される信号に視聴又は記録に用いられる機器が反応する方式。
具体的には、以下の方式が該当する。

○音楽、映像等のコンテンツが記録部分に伝送されることを止める（SCMS、CGMS）

○真正なデータを伝送せず、雑音を入れる（不完全な複製を作る；マクロビジョン）

○無許諾記録物が視聴のための機器にセットされても、機器が動かない（ゲーム）

② 特定の者に限り、コンテンツの視聴又は記録を可能とするために、そのコンテンツを一定のルールで変換する方式、又はそのコンテンツとともに記録媒体に記録された信号に視聴又は記録に用いられる機器が反応する方式。

具体的には、有料放送における放送番組のスクランブル（暗号化）などが挙げられる。
《　第２条１項１７号・１８号の「営業」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-99　》
不正競争防止法において「営業」とは、判例上、単に営利を直接に目的として行われる事業に限らず、事業者間の公正な競争を確保するという法目的からして、経済収支上の計算に立って行われる事業一般（病院経営等）を含むと広く解すべきものとされている。

本号の「営業上用いられている」についても、広範に事業一般に用いられる技術的制限手段を保護の対象としていると解することも可能であるが、ここでは、単に本号の行為が「不正競争」の一類型であることを明確にするための表現として用いているものである。

したがって、「技術的制限手段」をある営業活動のために用いていることを示しているにすぎず、事業活動と関係のない「技術的制限手段」、例えば、プライバシー保護の目的又は防衛上の目的で用いられている暗号などは含まれないこととなる。
▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
《　第２条１項１１号１７号の不正競争行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-98　》
第２条第１項第１７号は、・・・音楽、映像等のコンテンツ提供事業者が、第１８号のような「特定の者以外の者」に対してではなく、記録媒体又は視聴等機器の購入者や所持者の全てに対して、音楽、影像等を視聴（プログラムについては実行）又は記録を一律に禁止するために「技術的制限手段」を用いている場合に、その技術的制限手段の「効果を妨げる」機能を有する装置等を譲渡等する行為を「不正競争」として規定したものである。
▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
《　第２条１項１２号１８号の不正競争行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-110　》
第２条第１項第１８号は、営業上の利益を確保することを目的として、音楽、映像等のコンテンツ提供事業者が、契約の相手方又は契約により特定された者以外の者によるコンテンツの視聴、記録を制限するために「技術的制限手段」を用いている場合に、その技術的制限手段の「効果を妨げる」機能を有する装置等を譲渡等する行為を「不正競争」として規定したものである。
《　第２条１項１１、１２号１７号・１８号の「のみ」要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-107　》
平成１１年に技術的制限手段に係る不正行為についての規制が導入された際は、規制の対象となる行為の範囲は、無効化機能のみを有する装置等（いわゆる「のみ」要件）の提供行為と規定された。しかしながら、その後、無効化機能とともに、それ以外の機能（例えば、音楽プレイヤー等の機能）も併せて有し、「のみ要件」を満たさないと主張される装置等が散見されるようになり、コンテンツ事業者等の被害が甚大となったことから、平成２３年改正時に、規制対象範囲を拡大するため、「のみ」要件が緩和されるに伴い、設けられた規定である。
《　第２条１項１１、１２号１７号・１８号の無反応機器　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-108　》
本来の機能として画像処理といった技術的制限手段の無効化以外の機能を有する装置であって、記録や視聴等の制限をするために付されている信号を検知しない装置や、そのような装置を内蔵する機器（いわゆる無反応機器）については、結果的に技術的制限手段を無効化する機能を有するとも評価し得る。しかしながら、これを規制すると記録や視聴等を制限するあらゆる信号に対応する措置を装置や機器に施すよう強制することとなるため、関連機器の製造業者に過大な負担を課すこととなることや、コンテンツ提供事業者の十分な自助努力を促す観点からも「不正競争」の対象としないことが適当である。この点、これら無反応機器については、通常、技術的制限手段を無効化する機能以外の機能を必ず有しており、また、その提供行為は、技術的制限手段を無効化する用途に供するためのものではないと考えられるため、規制対象にはならないと考えられる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　技術的制限手段に関して。
1 営業上用いられている技術的制限手段により制限されている自動走行用地図データを処理する機能を有する装置を譲渡する行為は、不正競争になる。
（○）　第２条１項１７号
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　技術的制限手段に関して。
２　営業上用いられている技術的制限手段により実行が制限されているソフトウェアを実行させるために必要なシリアルコードを、電気通信回線を通じて提供する行為は、不正競争になる。
（○）　第２条１項１７号

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　技術的制限手段に関して。
３　セーブデータを改造するためにプロテクト破りを代行するサービスの提供は、不正競争になる。
（○）　第２条１項１７号
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　技術的制限手段に関して。
1 不正競争防止法の対象となる技術的制限手段は、特定の反応をする信号をコンテンツ等の記録・送信と同時に行わなければならない。

（×）　第２条８項
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　技術的制限手段に関して。
1 不正競争防止法の対象となる技術的制限手段は、予め配信したソフトウェアを、別途配信するシリアルコードを入力するによって利用可能とするような手段も含まれる。

（○）　第２条８項
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不10〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
1　甲社の従業員である乙は、甲社から貸し出されているUSBメモリのパスワードを、丙に漏洩した。乙の行為は、技術的制限手段に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項１７号、８項。プライバシー保護の目的又は防衛上の目的で用いられている暗号などは含まれない。
⇒《　第２条１項１７号・１８号の「営業」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-99　　》
▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不３〕　不正競争防止法に関して。
１ DVD の暗号解除装置を組み込んだDVD プレーヤーを販売する行為は、不正競争となる。

（○）　第２条１項１７号。暗号解除装置とは、いわゆるコピープロテクション解除装置のことである。
⇒《　第２条１項１７号・１８号の「のみ」要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-107　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不３〕　不正競争防止法に関して。
２ 防衛省が国防上の理由からアクセスを制限しているデータベースについて、アクセスを可能とするプログラムを提供する行為は、不正競争とならない。

（○）　第２条１項１８号。プライバシー保護の目的又は防衛上の目的で用いられている暗号などは含まれない。まあ、他の罪でブタ箱に入るかな？
⇒《　第２条１項１７号・１８号の「営業」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-99　　》
▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不７〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

１ 甲は、乙社に対し、映画のDVD に付されたコピープロテクションを回避するための装置を有償で譲渡した。乙社が、コピープロテクションの研究のためにその装置を入手した場合は、乙社が営利会社であっても、甲の行為は、不正競争とならない。
（〇）　甲の、映画のDVD に付されたコピープロテクションを回避するための装置を譲渡する行為は、不正競争行為に該当する（第２条１項１７号）。しかし、「技術的制限手段の試験又は研究のために用いられる」場合には、適用されない（第１９条１項８号）。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不７〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

２ 甲が販売している装置が、映画のDVD に付されたコピープロテクションを回避することを可能とする機能を有している場合であっても、それ以外の機能も有している場合には、甲の当該装置の販売行為は、不正競争とならない。
（×）　第２条１項１７号。それ以外の機能を有していれば不正競争行為にならないとすると、いくらでも回避手段が生じて、実効的に禁じることができない。
⇒《　第２条１項１７号・１８号の「のみ」要件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-107　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不７〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

３ 甲は、映画のDVD に付されたコピープロテクションを回避することのみを可能とするプログラムを作成した。甲が、そのプログラムを無料で少数の友人のみに譲渡した場合であっても、甲の譲渡行為は、不正競争となる。
（〇）　第２条１項１７号。有料無料、公衆への譲渡であるかを問わず、不正競争行為になる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不１０〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
５ 技術的制限手段の効果を妨げる機能を有する装置の部品一式を販売する行為は、当該部品一式からその装置を容易に組み立てることができる場合には、不正競争に該当する。
（〇）　第２条１項１７号かっこ書の※３。不正競争に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-８〕　不正競争防止法上の技術的制限手段に関して。
１ 会社から貸与されている携帯電話のパスワードを、従業員が第三者に漏洩（ろうえい）することは、技術的制限手段に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項１７号、１８号、７項。携帯電話のパスワードは、技術的制限手段ではない。

⇒《　第２条１項１７号・１８号の「営業」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-99　》
▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-８〕　不正競争防止法上の技術的制限手段に関して。
２ 映画に施されている技術的制限手段を解除することは、技術的制限手段に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項１７号、１８号。技術的制限手段を解除することは、不正競争行為に挙げられていない。解除装置やプログラム自体が対象である。
▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-８〕　不正競争防止法上の技術的制限手段に関して。
３ アクセスを制限されている会社のコンピュータに外部から許諾なくアクセスすることは、技術的制限手段に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項１７号、１８号。コンピュータに外部から許諾なくアクセスすることは、不正競争行為に挙げられていない。
　▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-８〕　不正競争防止法上の技術的制限手段に関して。
４ 音楽の著作物に施されている技術的制限手段を解除するプログラムを無償で譲渡することは、技術的制限手段に係る不正競争となる。
（〇）　第２条１項１７号、１８号。プログラムを譲渡する行為は不正競争行為であり、無償か有償かは無関係である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-８〕　不正競争防止法上の技術的制限手段に関して。
５ 技術的制限手段に反応しないDVD再生機器を販売することは、技術的制限手段に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項１７号、１８号。無反応機器は、不正競争行為に挙げられていない。
⇒《　第２条１項１７号・１８号の無反応機器　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-108　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-19〕　不正競争防止法に関して。
２ 政府が個人情報の保護の目的で用いている技術的制限手段について、その回避を可能とする機能のみを有するプログラムの提供行為は、不正競争とならない。
（〇）　事業活動と関係のない「技術的制限手段」、例えば、プライバシー保護の目的又は防衛上の目的で用いられている暗号などは含まれない。
⇒《　第２条１項１７号・１８号の「営業」　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-99　》
　▼　プロテクト　解除装置や　プログラム　映画・音楽　ゲームの事業　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-19〕　不正競争防止法に関して。
５ 音楽の録音を技術的に制限するためにCDに施されている信号について、これを検知しない装置を販売する行為は、不正競争とならない。
（〇）　第２条１項１７号、１８号。無反応機器は、不正競争行為に挙げられていない。
⇒《　第２条１項１７号・１８号の無反応機器　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-108　》
☆☆★☆★｜★★☆★★｜★★★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】　※号番号の変更のみ
第二条　第一項
十九　　不正の利益を得る目的で、又は他人に損害を加える目的で、他人の特定商品等表示（※１）と同一若しくは類似のドメイン名を使用する権利を取得し、若しくは保有し、又はそのドメイン名を使用する行為 
※１：人の業務に係る氏名、商号、商標、標章その他の商品又は役務を表示するものをいう。

★　ドメイン名に係る不正行為　★
▼　ドメインは　取得もＮＧ　図利・加害　▼

① 使用する権利の取得、保有、使用の、それぞれの行為が、不正競争行為に該当する。
②　図利目的または加害目的が必要である。取得時に悪意がなくても、使用時に図利加害目的があれば、不正競争行為に該当する。

《　ドメイン名を使用する権利を「取得」する行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-118　》
　ドメイン名を使用する権利を「取得」する行為には，ドメイン名の登録機関に対する登録申請によってドメイン名を使用する権利を自己のものとする場合のほか，登録機関からドメイン名の登録を認められた第三者から移転を受けることによってドメイン名を使用する権利を自己のものとする場合，登録機関からドメイン名の登録を認められた第三者からドメイン名の使用許諾を受ける場 合も含まれる。

《　刑事罰の対象　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-221　》
ドメイン名に係る不正行為（第２条第１項第１９号）、信用毀損行為（同項第２１号）、代理人等の商標冒用行為（同項第２２号）については、当事者間の民事的請求に委ね、刑事罰の対象としていない。　※限定提供データ関連（第１１号〜１６号）も同様である
▼　ドメインに(１９号)　限定データを（１１〜１６号）　流布しても(２１号)　代理人なら(２２号)　罪に問われず▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不06〕　不正競争防止法に関して。
5　甲は、表示Ａという特定商品等表示を使用して運送業を行っている。乙は、甲の事業を誹謗中傷する目的で、「A.co.jp」というドメイン名を使用する権利を取得した。表示Ａが甲の役務表示として、周知性を獲得していない場合には、乙の行為が不正競争となることはない。
（×）　第２条１項１９号。周知性は、条件となっていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不３〕　不正競争防止法に関して。
４ 他人が登録を受けたドメイン名が著名企業の商号と類似する場合において、当該企業を誹謗するウェブサイトを開設する目的で、当該他人からドメイン名の使用許諾を受ける行為は、不正競争となる。

（○）　第２条第１項第１９号。ドメイン名を使用する権利の取得には、使用許諾も含まれる。
⇒《　ドメイン名を使用する権利を「取得」する行為　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-118　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不３〕　不正競争防止法に関して。
５ 転売の目的で、著名企業の商号と類似するドメイン名を取得する行為は、刑事罰の対象とならない。
（○）　第２１条に挙げられていない。
⇒《　刑事罰の対象　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-221　》
　▼　ドメインに(１９号)　限定データを（１１〜１６号）　流布しても(２１号)　代理人なら(２２号)　罪に問われず▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-著不９〕　不正競争防止法上に関して。

５ 不正の利益を得る目的で、他人の商品等表示と同一または類似のドメイン名を使用する権利を保有しているが、実際に使用していない場合には、不正競争とならない。

（×）　第２条１項１９号。「ドメイン名を使用する権利を取得し、若しくは保有し、又はそのドメイン名を使用する行為」である。図利目的があれば、保有だけでもNG。
　▼　ドメインは　取得もＮＧ　図利・加害　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不１０〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
４ 他人に対してドメイン名を高値で転売する目的で、当該他人の商標と類似するドメイン名を使用する権利を取得し、ウェブサイトを開設する行為は、当該他人を中傷する意図でなされたものでないとしても、不正競争に該当する。
（〇）　第２条１項１９号。図利目的があれば、不正競争に該当する。
▼　ドメインは　取得もＮＧ　図利・加害　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-45〕　不正競争防止法の不正競争に関して。

４ 甲の商品等表示と同一のドメイン名について、乙が、図利加害目的なく登録を受けた場合には、乙が後に、甲の信用を失墜させる目的で当該ドメイン名を使用したとしても、乙の行為は不正競争とならない。
（×）　第２条１項１９号。取得時に悪意がなくても、使用時に図利加害目的があれば、不正競争行為に該当する。
▼　ドメインは　取得もＮＧ　図利・加害　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-５〕　不正競争防止法に関して。
５ 事業者は、自らの商号と同一のドメイン名を登録し使用している第三者に対し、そのドメイン名の登録の移転を請求することができる。
（×）　第２条１項１９号。そのような規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-59〕　不正競争防止法に関して。
４ 海外の登録機関に登録されているドメイン名の不正使用があったとしても、不正競争防止法が適用されることはない。
（×）　第２条１項１９号。そのような例外規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-59〕　不正競争防止法に関して。
５ 不正競争防止法により不正使用行為から保護されるドメイン名は、日本国内において著名性又は周知性を有するものに限られる。
（×）　第２条１項１９号。そのような規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-６〕　不正競争防止法に関して。
３ 甲は、ドメイン名登録機関に乙によって登録されているドメイン名Ａが、最近話題となっている丙社のサプリメントの商品表示Ａ’と類似であることを知り、丙社に転売して多額の利益を得る目的で、乙からドメイン名Ａを譲り受けた。甲の行為は不正競争となる。
（〇）　第２条１項１９号。図利目的があって、乙からドメイン名Ａを取得する行為は、１３号に該当する。
▼　ドメインは　取得もＮＧ　図利・加害　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-58〕　Ａは、「甲塾」という学習塾を経営しており、「甲塾」は、札幌市とその近郊の小・中学生及びその保護者の間で広く知られている。
４ Ｅは、「甲塾」とは類似しない表示を使用して、札幌市内で学習塾を経営している。Ｅが、自己の生徒を増やすために、「Ko-juku」というドメイン名を使用する権利を取得し、ホームページ上で自己の学習塾の宣伝を行うために、そのドメイン名を使用する行為は、不正競争となる。
（〇）　第２条１項１９号。不正の利益を得る目的に該当する。
▼　ドメインは　取得もＮＧ　図利・加害　▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-47〕　不正競争防止法に関して。

４　ある地方都市の小さな菓子店の屋号をドメイン名として登録し、そのドメイン名を用いたウェブサイトでその菓子店の名物の菓子とよく似た菓子を販売する行為は、不正競争防止法第２条第１項第１９号の不正競争となる。

（〇）　第２条１項１９号。屋号は、特定商品等表示である。
☆★☆★☆｜★★★☆★｜★★★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】　※号番号の変更のみ
第二条　第一項
二十　　商品若しくは役務若しくはその広告若しくは取引に用いる書類若しくは通信にその商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途若しくは数量若しくはその役務の質、内容、用途若しくは数量について誤認させるような表示をし、又はその表示をした商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供し、若しくはその表示をして役務を提供する行為 

★　誤認惹起行為　★
《　原産地　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-122　》
「原産地」とは、商品が生産、製造又は加工され商品価値が付与された地のことをいう。原産地表示であることが明記されていなくても、表示が付された商品全体を観察し、商品の需要者又は取引者が、当該表示を商品の原産地表示と認識する表示であれば原産地表示に当たる。
《　誤認の例　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-123　》
３ （商品の）品質、内容、製造方法、用途若しくは数量
商品に関する誤認惹起表示は、商品の品質、内容、製造方法、用途又は数量についての誤認を惹起せしめる表示でなければならない。
判例上、「品質」を誤認させるような表示であると判断された例として、加工食品の原料に関する誤認表示、古米や未検査米を新米とした表示、酒税法上「みりん」とは認められない液体調味料に「本みりん」であるかのようにした表示、ろうそくの燃焼時に発生する煤の量等に関する誤認表示、国や公的機関等による認定・保証があるかのようにした表示、特許発明の実施品であるかのようにした表示等がある。また、中古自動車の走行距離数に関する表示も「品質」に関する表示に該当するものと考えられる。

「製造方法」とは、商品の製造に用いられる方法をいう（例えば、食塩の流下式製塩法など）。

「用途」とは、商品の特徴に応じた使い途をいう（例えば、燃料であれば自動車用、ジェット推進航空機用など）。
《　比較広告　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-126　》
比較広告は、真実の情報に基づくものであるならば、消費者に対し商品や役務の選択の情報を提供するというプラスの面もあることから、比較それ自体が不正競争になるわけではなく、比較広告の内容に虚偽、欺瞞性がある場合に品質、内容の誤認惹起行為に該当する。
《　電子ブレーカ事件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-124　》
 電子ブレーカ事件(大阪地判平24.9.13判タ1392号304頁、知財高判平25.3.28最高裁HP)では、PSE 表示は、電気用品安全法の規定する技術基準に適合している旨同法所定の適合検査で証明されたことを示す表示であり、電子ブレーカにとって不正競争防止法第２条第１項第２０号が規定する「品質」に関する表示に該当するとした上で、電気用品安全法所定の検査を受けていない電子ブレーカに付したPSE表示は、品質を誤認させるような表示であるとした。 

《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-110：　打消し表示 》
　「岡山県産氷見うどん」のように、実際に製造された地が富山県氷見市ではないとわかる表示をしていた場合は、需要者はこの表示が付されたうどんが氷見市で製造されたものと誤認することはないと考えられるので、誤認させるような表示に当たらない。・・・打消し表示という。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不10〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
2　甲社は、イギリスの国旗を印刷したハンカチを日本において製造し、日本製であることを明確に示したタグを付けて販売している。甲社の行為は、原産地の誤認の惹起に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項２０号。「打ち消し表示」があれば、第２０号に該当しない。

⇒《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-110：　打消し表示 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不10〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
3　甲社は、電気用品安全法所定の検査を受けていない電子ブレーカに、同法の規定する技術基準に適合している旨同法所定の適合検査で証明されたことを示す表示であるPSE表示を付して、販売を行っている。甲社の行為は、品質の誤認の惹起に係る不正競争となる。
（〇）　第２条１項２０号。どう見てもアウトでしょ。
⇒《　電子ブレーカ事件　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-124　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不４〕　不正競争防止法に関して。
１ かばんの製法について特許権を有する者が、当該特許を無効にすべき旨の審決が確定したにもかかわらず、当該製法を用いて製造したかばんについて、「特許発明の実施品」である旨を記載したちらしを配布する行為は、不正競争となる。
（○）　第２条１項２０号。特許発明の実施品であるかのようにした表示も、「品質」を誤認させるような表示である。
⇒《　誤認の例　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-123　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不８〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
１ 甲社が、自社の製造・販売するエアコンに「消費電力が従来よりも約50％減少」という表示を付して販売した。甲社の実験において、消費電力の減少の事実は確認されたが、減少率が約20％でしかなかった場合、甲社の行為は不正競争となる。
（〇）　第２条１項２０号。品質の誤認表示であり、不正競争行為である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不８〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

３ 甲社が、自社の製造・販売するスピーカーの広告に、著名な音楽評論家が長年愛用していると記載する行為は、それが虚偽の事実である場合でも、商品の品質に関する表示ではないため、不正競争とならない。
（×）　著名な音楽評論家が長年愛用しているならば、高品質なのだろうと誤認してしまう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不１０〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
１ 日本製のタオルに「U.S.A.」というししゅう（刺繍）を施して販売する行為は、当該タオルに日本製である旨が明確に表示されているときは、原産地について誤認させる不正競争には該当しない。
（〇）　打消し表示により、需要者が米国産と誤認しないと考えられるため、不正競争には該当しない。
⇒《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-110：　打消し表示 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-17〕　フランスのシャンパーニュ地方に所在するシャンパン製造会社甲社は、日本でも著名なシャンパンＡ、日本でも周知なプレミアムシャンパンＢを製造している。総代理店乙社が温度管理をしたコンテナでＡ及びＢを日本に輸入して販売している。

４ 甲社の製造したＡをフランスで購入して、船便により温度管理のなされていないコンテナで日本に輸入して販売することは、不正競争となる。
（×）　品質が劣化しているかもしれないが、第２条１項２０号の問題ではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-33〕　不正競争防止法に関して。
４ 国産の商品であるのに、特定の外国の文字を用いた文を当該商品に表示するなどして外国製であるかのように暗示する行為は、不正競争とならない。
（×）　第２条１項２０号。原産地が明記されていなくても、商品の需要者又は取引者が、当該表示を商品の原産地表示と認識する表示であれば原産地表示に当たる。
⇒《　原産地　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-122　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-59〕　不正競争防止法に関して。
２ インターネット上の虚偽広告は、不正競争防止法により規制されず、不当景品類及び不当表示防止法で規制される。
（×）　第２条１項２０号に該当しうる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-６〕　不正競争防止法に関して。
１ 家電メーカー甲社は、自社の販売するエアコンの節電機能が競合メーカー乙社の販売するエアコンよりも優れていることを示すために、乙社のエアコンの商標を明示して乙社製エアコンと自社製エアコンの客観的機能を比較する表を付した雑誌広告を行った。甲社の行為は不正競争となる。
（×）　比較広告自体は、不正競争行為ではない。真実ならば、大丈夫。
⇒《　比較広告　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-126　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-16〕　不正競争防止法の産地表示に関して。以下の文は正しいか？
２　[　①日本酒　]の原産地を誤認させるような表示を[②酒瓶のラベル]に使用する者に対して、[　①日本酒　]の[　③卸売業者　]は、[　④ラベルの除去　]を請求することができる。なお、その表示が[　⑤主務大臣によって指定されている　]場合[　⑥でなければならない　]。
（×）　⑤⑥のような規定はない。①～④は〇。第２条１項２０号に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-38〕　不正競争防止法上の不正競争に対する救済に関して。
４ 虚偽の品質等の表示に関する不正競争については、真の品質等を表示することを命じることができる。
（×）　そのような規定はない。
☆★☆☆★｜★☆☆★★｜★★★
【平成３０年法改正（法律第３３号）】　※号番号の変更のみ
第二条　第一項
二十一　　競争関係にある他人の営業上の信用を害する虚偽の事実を告知し、又は流布する行為 

★　信用毀損行為　★
《　競争関係　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-129　》
本号の適用には、競争関係が存在することを要件とする。したがって、非競争者間における誹謗等の信用毀損行為は、本号の問題ではなく、一般不法行為の問題として処理される。競争関係は、双方の営業につき、その需要者又は取引者を共通にする可能性があることで足りる。
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
《　告知と流布　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-131　》
「告知」とは、自己の関知する事実を、特定の人に対して個別的に伝達する行為をいい、例えば、来店した客に対して競争事業者の商品の欠点を知らせる等の行為がこれに該当する。

「流布」とは、事実を不特定の人又は多数の人に対して知られるような態様において広める行為をいい、例えば、新聞紙上に競争事業者の商品を誹謗するような広告を掲載する等の行為がこれに該当する。
《　権利侵害の告知　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-131　》
知的財産権侵害など他人の権利侵害の事実や訴訟提起の事実を、相手方の取引先企業等に対して告知する行為は、訴訟活動として正当になされた行為であれば、正当な権利行使の一環として違法性を阻却すると考えられているが、そうでない場合には、本号に該当する場合がある。なお、相手方が自己の権利を侵害していることを理由に訴訟を提起する行為自体は、原則として裁判を受ける権利の行使として正当行為として違法性はないと考えられており、本号の問題にはならない。
《　刑事罰の対象　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-221　》
ドメイン名に係る不正行為（第２条第１項第１９号）、信用毀損行為（同項第２１号）、代理人等の商標冒用行為（同項第２２号）については、当事者間の民事的請求に委ね、刑事罰の対象としていない。　※限定提供データ関連（第１１号〜第１６号）も、同様である
　▼　ドメインに(１９号)　限定データを（１１〜１６号）　流布しても(２１号)　代理人なら(２２号)　罪に問われず▼
《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-122：　比較広告 》
　自己の商品・役務を他社のそれと比較する広告である比較広告は、内容が真実である場合は信用毀損行為には当たらないが、自己の商品・役務の優位性を示すために、競争者の商品・役務について虚偽の事実を告知・流布し、結果として競争者の信用を害するときには、本号に該当する場合がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不10〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
4　甲社は、その社長である乙の丙社に対する個人的な恨みから、競争関係の存在しない丙社の営業上の信用を害する虚偽の事実を流布し、丙社は営業上の利益を侵害された。甲社の行為は、信用の毀損に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項２１号。第２１号の適用には、競争関係が必要である。
⇒《　競争関係　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-129　》
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2019-著不10〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
5　スマートフォンを製造販売する甲社は、客観的な事実に基づき、競合他社である乙社の製造販売するスマートフォンと比較して、その性能や品質について甲社の製品がより優れていることを内容とした比較広告を雑誌に掲載した。これにより、乙社のスマートフォンの売上げが減少した。甲社の行為は、信用の毀損に係る不正競争となる。
（×）　第２条１項２１号。虚偽の事実がなければ、第２１号に該当しない。
⇒《 茶園　『不正競争防止法（初版）』 page-122：　比較広告 》
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不４〕　不正競争防止法に関して。
５ 靴の製造業者が靴の販売業者の営業上の信用を害する虚偽の事実を流布する行為は、不正競争とならない。
（×）　第２条第１項第２１号。靴の製造業者と靴の販売業者が競争関係にあるのか、少し疑問はある。需要者を共通にする可能性はあるだろう。
⇒《　競争関係　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-129　》
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不７〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

４ 甲社が、乙社が脱税しているという情報を乙社の経理責任者から得て、乙社の顧客に告知した。甲社が、その情報が真実であると確信していた場合であっても、実際には虚偽であったときは、甲社の行為は、不正競争となる。
（〇）　第２条１項２１号。結果的に「虚偽の事実を告知」したのだから、不正競争行為である。甲社と乙社の競争関係が気になるが、他選択肢との兼ね合いで〇。
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-著不８〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。

２ 甲社が、乙社の無添加化粧品には着色料・保存料が使用されているという虚偽の事実を、自社の販売する化粧品のパンフレットに掲載して頒布した。甲社が、乙社に損害を与える目的で行った場合であっても、甲社の行為は、不正競争防止法上の刑事罰の対象とならない。
（〇）　甲社の行為は、信用棄損行為であり、不正競争行為に該当する（第２条１項２１号）。しかし、信用棄損行為は刑事罰の対象になっていない。

⇒《　刑事罰の対象　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-221　》
▼　ドメインに(１９号)　限定データを（１１〜１６号）　流布しても(２１号)　代理人なら(２２号)　罪に問われず▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不１０〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
２ 競争関係にある他人の営業上の信用を低下させるために、当該他人の法令違反行為について真実を流布する行為は、不正競争には該当しない。
（〇）　第２条１項２１号。虚偽の事実ではないので、不正競争には該当しない。
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-著不１０〕　不正競争防止法上の不正競争に関して。
３ ライバル事業者の取引先各社に対して、当該事業者の商品が自らの特許権を侵害している旨の警告書を送付する行為は、後日特許権侵害の事実はなかったと判明したとしても、当該送付に先立ち弁理士に相談していたのであれば、不正競争には該当しない。
（×）　第２条１項２１号。結果的には虚偽の事実だったので、不正競争に該当する。取引先各社に対して送付するのはダメ。ライバル事業者にだけの送付なら、通常の訴訟行為でＯＫ。
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-45〕　不正競争防止法の不正競争に関して。

５ 甲の商品は安全性に問題があるという虚偽の事実を、乙が、メールを使用して不特定多数の者に知らせる行為は、甲と乙が競争関係になくとも、不正競争となる。
（×）　第２条１項２１号の適用には、競争関係が存在することを要件とする。あくまでも「不正競争防止法」なので。
⇒《　競争関係　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-129　》
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-６〕　不正競争防止法に関して。
２ 医薬品メーカー甲社は、競合メーカー乙社が甲社の特許権を侵害する医薬品を販売しているとして、乙社に対して侵害を中止するよう求める警告状を送付した。警告後、侵害訴訟で甲社の敗訴が確定した場合であっても、甲社の警告状送付行為は不正競争とならない。
（〇）　第２条１項２１号。相手方が自己の権利を侵害していることを理由に訴訟を提起する行為自体は、原則として裁判を受ける権利の行使として正当行為として違法性はないと考えられており、本号の問題にはならない。そりゃそうでしょ！
⇒《　権利侵害の告知　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-131　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-58〕　Ａは、「甲塾」という学習塾を経営しており、「甲塾」は、札幌市とその近郊の小・中学生及びその保護者の間で広く知られている。
５ Ｆが、公表されたＡの経歴に詐称があることを、札幌市の小・中学生の保護者に対して流布したとしても、それが事実である場合には、Ｆの行為は不正競争とはならない。
（〇）　第２条１項２１号。「虚偽の事実」ならば２１号に該当するが、詐称は「事実」なので、不正競争にはならない。
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-６〕　虚偽の事実の告知又は流布による不正競争防止法上の不正競争に関して。
１ 著作権者が、自己の著作権を侵害していると思料した者に、侵害を中止するように警告状を送付した後に、その者に対する著作権侵害訴訟で敗訴した場合には、その警告は、不正競争となる。
（×）　第２条１項２１号。警告状は相手方だけに送付しているし、訴訟を提起する行為自体は、原則として裁判を受ける権利の行使として正当行為である。敗訴しても問題はない。
訴訟に負けたら不正競争防止法違反に問われるとしたら、怖くて訴訟を起こせなくなる。
⇒《　権利侵害の告知　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-131　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-６〕　虚偽の事実の告知又は流布による不正競争防止法上の不正競争に関して。
２ 著作権者が、自己の著作権を侵害していると思料した者に、その著作権の侵害訴訟を提起し、敗訴した場合、その訴えの提起は、不正競争となる。
（×）　第２条１項２１号。訴訟に負けたら不正競争防止法違反に問われるとしたら、怖くて訴訟を起こせなくなる。
⇒《　権利侵害の告知　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-131　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-６〕　虚偽の事実の告知又は流布による不正競争防止法上の不正競争に関して。
３ 著作権者が、自己の著作権を侵害している者がいると思料した場合に、その者の氏名を、著作権の侵害を行っている者として取引先に告知して、取引の停止を求め、その後、その者に対する著作権侵害訴訟で敗訴した場合でも、その取引先への告知は、不正競争とならない。
（×）　第２条１項２１号。訴訟で敗訴したのだから、「虚偽の事実」を告知したと言える。その者にだけ告知するのなら良いが、取引先に告知してはいけない。
　▼　ライバルに　ウソのうわさで　信用棄損　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-６〕　虚偽の事実の告知又は流布による不正競争防止法上の不正競争に関して。
４ 英和辞典の出版に際し、競合他社の英和辞典とその内容を比較する広告を新聞に掲載することは、不正競争となる。
（×）　第２条１項２１号。比較広告の内容が事実に基づくものであれば、不正競争にならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-６〕　虚偽の事実の告知又は流布による不正競争防止法上の不正競争に関して。
５ 著作権者が、自己の著作権を侵害していると思料した者に著作権侵害訴訟を提起し、敗訴した後、その判決を批判する出版物を販売することは、不正競争とならない。
（〇）　第２条１項２１号。どうみても、該当しない。言論の自由であろう。
☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆★☆
【平成３０年法改正（法律第３３号）】　※号番号の変更のみ
第二条　第一項
二十二　　パリ条約（※１）の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法 条約の締約国において商標に関する権利（※２）を有する者の代理人若しくは代表者又はその行為の日前一年以内に代理人若しくは代表者であった者が、正当な理由がないのに、その権利を有する者の承諾を得ないでその権利に係る商標と同一若しくは類似の商標をその権利に係る商品若しくは役務と同一若しくは類似の商品若しくは役務に使用し、又は当該商標を使用したその権利に係る商品と同一若しくは類似の商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供し、若しくは当該商標を使用してその権利に係る役務と同一若しくは類似の役務を提供する行為 
※１：商標法 （昭和三十四年法律第百二十七号）第四条第一項第二号 に規定するパリ条約をいう。
※２：商標権に相当する権利に限る。以下この号において単に「権利」という。
★　代理人等の商標冒用行為　★
《　第２条１項２２号の趣旨　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-134　》
本来、商標権は属地性の原則により、当該登録国においてのみ効力を有するのが原則であるが、本号は、国際的な「不正競争」の禁止という観点からこの原則を拡張したものである。
《　刑事罰の対象　：　『逐条解説　不競法　H３０版』 p-221　》
ドメイン名に係る不正行為（第２条第１項第１９号）、信用毀損行為（同項第２１号）、代理人等の商標冒用行為（同項第２２号）については、当事者間の民事的請求に委ね、刑事罰の対象としていない。　※限定提供データ関連（第１１〜１６号）も同様である
　▼　ドメインに(１９号)　限定データを（１１〜１６号）　流布しても(２１号)　代理人なら(２２号)　罪に問われず▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H30-著不３〕　不正競争防止法に関して。
３ パリ条約同盟国の事業者の日本における輸入総代理店が、当該事業者により当該同盟国において登録されている商標と同一の商標を、当該登録に関する権利に係る商品に付して、代理店契約終了後に正当な理由なく当該事業者の承諾を得ず、日本で当該商品を販売する行為は、当該商標が日本の需要者に周知でなければ、不正競争とならない。

（×）　第２条第１項第２２号。周知性は問われない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-19〕　不正競争防止法に関して。
１ パリ条約同盟国の事業者の日本における輸入総代理店が、その事業者により当該同盟国において登録されている商標と同一の商標を、代理店契約終了後に日本で使用する行為は、不正競争とはならない。
（×）　第２条１項２２号。代理店契約終了後、一年以内に、正当な理由がないのに使用する行為であれば、不正競争になる。
*********************************************************************
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